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      ひだかの「ひ」を図案化したもので、市の発展、融和、親睦を  

 

     象徴しています。  

 

       （昭和 4 5 年 1 1 月 3 0 日制定）



 

 

日 高 市 民 憲 章                  

 

      奥武蔵の豊かな自然に恵まれ、  

    先人の築いた伝統ある文化の息づく日高市。  

 

わたしたちは、このまちに生きることを誇りとし、  

心をひとつにして、ふるさと「日高市」を築くため、  

全市民共同の誓いとして、ここに市民憲章を定めます。  

 

１  いこいある  緑と清流を  愛します  

 

１  ゆとりある  心と体を  つくります  

 

１  活気ある  まちづくりを  めざします  

 

１  歴史ある  文化のかおりを  高めます  

 

１  笑顔ある  ふれあいの輪を  広げます  

                （平成元年 1 0 月 2 2 日制定）  

 

市 の 花 ・ 木 ・ 鳥                    

            花     ハギ  曼珠沙華  

            木     モクセイ  

            鳥     カワセミ  

 

      自然愛護思想、緑化思想及び愛鳥思想の普及に資するため、市の象徴として、昭和 5 5

年 1 2 月 8 日に指定しました。（平成 28 年 10 月 1 日に曼珠沙華を追加しました。）  
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は し が き  

 

 

ここに「統計ひだか」（資料集）を刊行いたしました。  

 

本書は、市ホームページに掲載されている日高市の土地、人口、産業、教育、文化  

  

 など各方面にわたる基本的な統計資料をまとめたものです。  

 

  内容につきましては、できる限り最新の資料をより多く取り入れるよう努めてお  

  

 ります。  

 

  また、ホームページの各統計データは可能な限り最新の数値に更新しております  

  

 ので、ご活用ください。  

  

  本書の利用上不十分な点につきましては、皆様のご意見・ご指導をいただき、さ  

 

 らに充実したものにしたいと考えております。  

  

 おわりに、刊行に際し、資料の提供等格別のご協力を頂きました各関係機関のか  

 

たがたに深く感謝申し上げるとともに、今後さらに本書の充実を図ってまいりたい  

 

と考えておりますので、より一層のご協力をお願いいたします。  

 

 

平成３０年１２月       日高市役 所  総合 政策 部  市 政情報 課    



2017/12/5 統計ひだか 凡例など／⽇⾼市ホームページ

about:blank 1/1

更新⽇︓2017年12⽉05⽇

統計ひだか 凡例など

凡例など

1. ここにあげた数値等は⽇⾼市勢に関し過去数年の事実を⽐較し、統計数値として収録したものです。
2. 数値データは庁内各課所、諸官公庁その他から収集した資料に基づいて編集したものです。
3. 資料の時点、期間については次のとおりです。

資料の時点・期間

年次⼜は年 暦年(1⽉から12⽉)

年度 会計年度(4⽉から3⽉)

年⽉⽇ 調査時点（記載した期⽇時点を⽰します）
4. 数値の単位未満の端数については、四捨五⼊を原則としたため、内訳の計が合計の数値と⼀致しない場合もあ

ります。
5. 統計符号は次のとおりです。

 0︓単位未満
 X︓調査対象が極めて少ないため、公表を差し控えたもの

 -（数値）︓減少
 …︓事実不詳

 -︓事実なし
6. 掲載された統計資料について、詳細な数値を必要とするか、⼜は疑義がある場合は下記宛にお問い合わせくだ

さい。

この記事に関するお問い合わせ先

市政情報課 市政情報担当 （本庁舎 2階）
  

郵便番号︓350-1292 ⽇⾼市⼤字南平沢1020番地
 電話︓042-989-2111（代表）

 ファックス︓042-989-2316
 



2018/5/17 統計ひだか ⽇⾼市の⾖知識／⽇⾼市ホームページ

about:blank 1/2

統計ひだか ⽇⾼市の⾖知識

⽇⾼市の⾖知識

市制施⾏ 平成3年10⽉1⽇  

位置（市役所） 東経139度20分 北緯35度54分 標⾼73メートル  

⾯積 47.48平⽅キロメートル  

⼈⼝ 56,224⼈（男28,050⼈  ⼥28,174⼈） 平成30年4⽉1⽇

世帯数 23,903世帯 平成30年4⽉1⽇

⼈⼝密度 1平⽅キロメートルあたり1,184⼈ 平成30年4⽉1⽇

⼀般世帯平均家族数 1世帯あたり2.35⼈ 平成30年4⽉1⽇

市⺠平均年齢 47歳 平成30年4⽉1⽇

財政規模（⼀般会計） 175億5,000万円 平成30年度当初予算額

学校数 ⼩学校6、中学校6、⾼等学校1 平成30年5⽉1⽇

児童・⽣徒数 (⼩)3,040⼈(中)1,586⼈(⾼)436⼈ 平成30年5⽉1⽇

病院・診療所 21か所 平成29年12⽉31⽇

市議会議員数 16⼈（定数16） 平成30年4⽉1⽇

市職員数 384⼈ 平成30年4⽉1⽇

⼀⽇あたり⾖知識

⼀⽇あたり出⽣届出件数 0.84件 平成29年度

⼀⽇あたり婚姻届出件数 0.42件 平成29年度

⼀⽇あたり転⼊者数 5.37⼈ 平成29年度

⼀⽇あたり転出者数 5.26⼈ 平成29年度

⼀⽇あたり死亡者数 1.67⼈ 平成29年度

⼀⽇あたり交通事故（⼈⾝）0.63件 平成29年次

この記事に関するお問い合わせ先

市政情報課 市政情報担当 （本庁舎 2階）
  

郵便番号︓350-1292 ⽇⾼市⼤字南平沢1020番地
 電話︓042-989-2111（代表）
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1-2 大字別面積

平成27年10月1日現在（単位：ヘクタール）

梅原 原宿
高萩、
高萩東1
から3

栗坪 鹿山 下大谷沢

楡木 上鹿山 大谷沢

新堀 中鹿山 田木

高岡 下鹿山 高富

清流 猿田 馬引沢

高麗本郷 野々宮 中沢

台 南平沢 女影

久保 北平沢 女影新田

横手 田波目
駒寺野新
田

武蔵台1
から7

山根 森戸新田

旭ヶ丘

高麗川2
猿田上ノ
台

資料：都市計画課（平成27年度都市計画基礎調査より）

新堀新田
下高萩新
田

高麗川
1、3
四本木
1、3

高麗地区 高麗川地区 高萩地区

横手1か
ら2

4
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1-3 都市計画用途地域指定面積

最終変更　平成17年3月11日（単位：ヘクタール）

用途地域区分 面積
対用途地域指定面
積構成比（パーセ

ント）

対総面積構
成比（パー
セント）

第一種低層住居専用地域
第二種低層住居専用地域
第一種中高層住居専用地域
第二種中高層住居専用地域
第一種住居地域
第二種住居地域
準住居地域
近隣商業地域
商業地域
準工業地域
工業地域
工業専用地域
（用途地域面積計）
無指定地域（市街化区域内）
市街化区域
市街化調整区域
都市計画区域面積
資料：都市計画課

第一種低層住居専用地域

第二種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

低層住宅の良好な環境を守るための地域です。小規模なお店や事務所をかねた住宅や小中学
校などが建てられます。

主に低層住宅の良好な環境を守るための地域です。小中学校などのほか、150平方メートル
までの一定のお店などが建てられます。

中高層住宅の良好な環境を守るための地域です。病院、大学、500平方メートルまでの一定
のお店などが建てられます。

主に中高層住宅の良好な環境を守るための地域です。病院、大学などのほか、1,500平方
メートルまでの一定のお店や事務所などが建てられます。

住居の環境を守るための地域です。3,000平方メートルまでの店舗、事務所、ホテルなどは
建てられます。 

主に住居の環境を守るための地域です。店舗、事務所、ホテル、パチンコ屋、カラオケボッ
クスなどは建てられます。

道路の沿道において、自動車関連施設などの立地と、これと調和した住居の環境を保護する
ための地域です。 

近隣の住民が日用品の買い物をする店舗等の業務の利便の増進を図る地域です。住宅や店舗
のほかに小規模の工場も建てられます。

銀行、映画館、飲食店、百貨店、事務所などの商業等の業務の利便の増進を図る地域です。
住宅や小規模の工場も建てられます。 

主に軽工業の工場等の環境悪化の恐れのない工業の業務の利便を図る地域です。危険性、環
境悪化が大きい工場のほかは、ほとんど建てられます。 

主として工業の業務の利便の増進を図る地域で、どんな工場でも建てられます。住宅やお店
は建てられますが、学校、病院、ホテルなどは建てられません。 

専ら工業の業務の利便の増進を図る地域です。どんな工場でも建てられますが、住宅、お
店、学校、病院、ホテルなどは建てられません。

5
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1-4 地目別土地面積

各年1月1日現在（単位：ヘクタール（㏊） （1ヘクタール=10,000平方メートル））

面積(㏊)
構成比
(％)

面積(㏊)
構成比
(％)

面積(㏊)
構成比
(％)

面積
(㏊)

構成比
(％)

昭和58

平成2

池沼
年 総数

田 畑 宅地

6
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山林 原野 雑種地 その他

面積(㏊)
構成比
(％)

面積(㏊)
構成比
(％)

面積(㏊)
構成比
(％)

面積(㏊)
構成比
(％)

資料：税務課

7
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1-5 気象状況

気象状況
晴 曇 雨 雪

(日) (日) (日) (日)

平成4

（平成8年以降は防災センターの観測データです）
応急救護

平成29年 月別気象状況
平均
気温

最高平均
気温

最低平均
気温

平均
湿度

平均
風速

降水量
1日最大
降水量

晴 曇 雨 雪

(℃) (℃) (℃) (％) (㎜) (㎜) (日) (日) (日) (日)

資料：埼玉西部消防組合

月

降水量
1日最大
降水量年

平均
気温
(℃)

最高平均
気温
(℃)

最低平均
気温
(℃)

平均
湿度
(％)

平均
風速

8
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２．人口・世帯数 ２．人口・世帯数 ２．人口・世帯数 ２．人口・世帯数 

9
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2-1人口・世帯数の推移

各年4月1日現在（単位：人）

計 男 女 計 男 女 計 男 女

昭和57

平成元

世帯数

計 男 女 計 男 女 計 男 女

※平成24年7月9日より外国人住民も住民基本台帳に加わったため、表記が変更になっています。

資料：市民課

年
人口

総数
総数 日本人住民 外国人住民

年

世帯数 人口

総数
住民基
本台帳

外国人
登録
台帳

総数 住民基本台帳 外国人登録

11
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2-2 国勢調査人口・世帯数の推移

各年10月1日現在

年 世帯数
総数

（人）
男（人） 女（人）

1世帯当
たり人員
（人）

人口密度
人口伸率
（パーセ
ント）

大正 9

昭和 5

… …

平成 2

資料：国勢調査報告
人口伸び率は前調査対比
昭和25年までは、町誕生前の三村合計
昭和30年は、日高町と高萩村の合計

12
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2-3 国籍別外国人

各年10月1日現在 (単位：人)

年 総数
韓国・朝

鮮
中国 アメリカ その他

昭和 40

平成 2

資料：国勢調査報告

13
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2-4　丁・大字年齢別人口および世帯数

平成30年4月1日現在

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
～

梅原
栗坪
楡木
新堀
高岡
清流
高麗
本郷
台

久保
横手
武蔵
台一
丁目
武蔵
台二
丁目
武蔵
台三
丁目
武蔵
台四
丁目
武蔵
台五
丁目
武蔵
台六
丁目
武蔵
台七
丁目
横手
一丁
目

横手
二丁
目

原宿
鹿山
上鹿
山

中鹿
山

下鹿
山

猿田
野々
宮

南平
沢

北平
沢

田波
目

大字
名

年齢区分

計 世帯

14
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～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
～

大字
名

年齢区分

計 世帯

山根

新堀
新田

旭ヶ
丘*1

四本
木一
丁目
四本
木二
丁目
高麗
川一
丁目
高麗
川二
丁目
高麗
川三
丁目
猿田
上ノ
台

高萩

高萩
東一
丁目

高萩
東二
丁目

高萩
東三
丁目

下大
谷沢

大谷
沢

田木
高富

馬引
沢

中沢
女影
女影
新田
駒寺
野新
田

森戸
新田
下高
萩新
田

旭ヶ
丘*2
計

*1　字菊の台・字萩の台・字内野
*2　字桜台・字梅の台・字竹の台・字松の台 15
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2-5 年齢別男女別人口

平成30年1月1日現在（単位：人）

年齢 男 女 計 年齢 男 女 計 年齢 男 女 計

合計

資料：市民課

16
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図表で見る

平成30年4月1日現在
年齢 男 女

0 1,000 2,000 3,000 4,000

01,0002,0003,0004,000

0-4
10-14
20-24
30-34
40-44
50-54
60-64
70-74
80-84
90-

人口ピラミッド平成30年4月1日現在

男 女

17
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2-6 年代分類別人口

各年1月1日現在（単位：人）

年 総人口 年少人口
生産年齢

人口
老年人口

高齢化率
（パーセ
ント）

平成12

用語説明

年少人口とは、0歳から14歳までの人口です。
生産年齢人口とは、15歳から64歳までの人口です。
老年人口とは、65歳以上の人口です。
高齢化率とは、老年人口を総人口で割ったものに100をかけたものです。

 資料：市民課

18
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2-7 夜間人口および昼間人口

各年10月1日現在 (単位：人)

年 夜間人口 流出人口 流入人口 昼間人口

昭和 45

平成 2

資料：国勢調査報告

19
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2-8 15歳以上就業者数および通学者数

各年10月1日現在（単位：人）

就業者
通学者 自宅 自宅外
就業者
通学者
就業者
通学者
就業者
通学者
就業者
通学者
就業者
通学者
就業者
通学者
就業者
通学者
就業者
通学者

就業者  26,368  2,517
通学者
就業者
通学者

資料：国勢調査報告

昭和45

平成2

不詳年 総数
市内 県内他市

町村
他都県

20
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2-9 15歳以上就業・通学先別就業者数・通学者数

流出人口
平成27年10月1日現在 (単位：人)

流出先 総数 就業者 通学者
（県内）
飯能市
川越市
狭山市
入間市
所沢市

鶴ヶ島市
坂戸市

毛呂山町
その他

（県外）
東京都
その他

流入人口
平成27年10月1日現在 (単位：人)

流入先 総数 就業者 通学者
（県内）
飯能市
川越市
坂戸市

鶴ヶ島市
毛呂山町
狭山市
入間市
所沢市
その他

（県外）
東京都
その他

資料：平成27年国勢調査報告

21
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2-10 人口動態
（単位：人）

増減 出生 死亡 増減 転入 県内 県外 転出 県内 県外
昭和35

平成元

‐136 ‐147

※平成24年度分より外国人住民も含まれた人数となっています。

資料：市民課

年度 増減
自然動態 社会動態

22
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2-11 県内市町村別人口および世帯数

平成27年10月1日現在

全体

総数 男 女
埼玉県
（市部）
（郡部）

市部

総数 男 女
さいたま市
西区
北区
大宮区
見沼区
中央区
桜区
浦和区
南区
緑区
岩槻区
川越市
熊谷市
川口市
行田市
秩父市
所沢市
飯能市
加須市
本庄市
東松山市
春日部市
狭山市
羽生市
鴻巣市
深谷市
上尾市
草加市
越谷市
蕨市
戸田市
入間市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
桶川市
久喜市
北本市
八潮市
富士見市
三郷市
蓮田市
坂戸市
幸手市

地域
人口（人）

世帯数

地域
人口（人）

世帯数

23
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総数 男 女
地域

人口（人）
世帯数

鶴ヶ島市
日高市
吉川市
ふじみ野市
白岡市

郡部

総数 男 女
（北足立郡）
伊奈町
（入間郡）
三芳町
毛呂山町
越生町
（比企郡）
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町
ときがわ町
（秩父郡）
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町
東秩父村
（児玉郡）
美里町
神川町
上里町
（大里郡）
寄居町
（南埼玉郡）
宮代町
（北葛飾郡）
杉戸町
松伏町
資料：平成27年国勢調査報告

地域
人口（人）

世帯数

24
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2-12 県内市町村別人口増減率

全体

平成27年 平成22年
実数

（人）
率(％)

埼玉県
市部
郡部

市部

平成27年 平成22年
実数

（人）
率(％)

さいたま市
西区
北区
大宮区
見沼区
中央区
桜区
浦和区
南区
緑区
岩槻区
川越市
熊谷市
川口市
行田市
秩父市
所沢市
飯能市
加須市
本庄市
東松山市
春日部市
狭山市
羽生市
鴻巣市
深谷市
上尾市
草加市
越谷市
蕨市
戸田市
入間市
朝霞市
志木市
和光市
新座市
桶川市
久喜市

地域
人口（人）

平成22年から平成27
年の人口増減

面積
（㎢）
平成27年

人口密度
（㎢／人）
平成27年

地域
人口（人）

平成22年から平成27
年の人口増減

面積
（㎢）
平成27年

人口密度
（㎢／人）
平成27年

25
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平成27年 平成22年
実数

（人）
率(％)

北本市
八潮市
富士見市
三郷市
蓮田市
坂戸市
幸手市
鶴ヶ島市
日高市
吉川市
ふじみ野市
白岡市

郡部

平成27年 平成22年
実数

（人）
率(％)

北足立郡
伊奈町
入間郡
三芳町
毛呂山町
越生町
比企部
滑川町
嵐山町
小川町
川島町
吉見町
鳩山町
ときがわ町
秩父郡
横瀬町
皆野町
長瀞町
小鹿野町
東秩父村
児玉郡
美里町
神川町
上里町
大里郡
寄居町
南埼玉郡
宮代町
北葛飾郡
杉戸町
松伏町
※人口欄の「平成22年」は，平成27年10月1日現在の市区町村の境域に基づいて組み替えた
　平成22年の人口を示す。
資料：平成27年国勢調査報告

面積
（㎢）
平成27年

人口密度
（㎢／人）
平成27年

地域
人口（人）

平成22年から平成27
年の人口増減

地域
人口（人）

平成22年から平成27
年の人口増減

面積
（㎢）
平成27年

人口密度
（㎢／人）
平成27年

26
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2-13 人口集中地区（DID）人口

各年10月1日現在

総数 男 女

昭和 50

平成 2

※人口集中地区とは、人口密度が1平方キロメートル当り4,000人以上の基本単位区等が互いに隣接して、
　人口が5,000人以上を有する地域のこと。
資料：国勢調査報告

年
人口面積（平方キ

ロメートル）
世帯数

（世帯）

27
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2-14 一般世帯（普通世帯）の世帯人員別世帯数

各年10月1日現在

計 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人
10人
以上

昭和

平成

※昭和35年から昭和55年は普通世帯、昭和60年以降は一般世帯の数字
資料：国勢調査報告

用語説明
・普通世帯…住居と生計を共にしている人の集まりおよび一戸を構えて住んでいる単身者をいう。
　ただし、普通世帯と住居を共にする単身の住み込みの雇人については、人数に関係なくすべての雇主

　　 の世帯に含む。

・一般世帯…普通世帯に間借り、下宿、会社寮などの単身者を加えた世帯をいう。

年

世帯人員別世帯数 1世帯当
たり人

員
（人）

世帯人
員

（人）

28
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３．事業所・労働

29
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3-1 産業（中分類）別事業所数・従業者数

事業所数
従業者数

(人)
事業所数

従業者数
(人)

（総数）
(全産業(公務を除く))
（農林漁業）
農業
林業
漁業（水産養殖業を除く）
水産養殖業
（鉱業，採石業，砂利採取業）
鉱業，採石業，砂利採取業
（建設業）
総合工事業
職別工事業（設備工事業を除く）
設備工事業
建設業 内格付不能
（製造業）
食料品製造業
飲料・たばこ・飼料製造業
繊維工業
木材・木製品製造業（家具を除く）
家具・装備品製造業
パルプ・紙・紙加工品製造業
印刷・同関連業
化学工業
石油製品・石炭製品製造業
プラスチック製品製造業
ゴム製品製造業
なめし革・同製品・毛皮製造業
窯業・土石製品製造業
鉄鋼業
非鉄金属製造業
金属製品製造業
はん用機械器具製造業
生産用機械器具製造業
業務用機械器具製造業
電子部品・デバイス・電子回路製造業
電気機械器具製造業
情報通信機械器具製造業
輸送用機械器具製造業
その他の製造業
製造業 内格付不能
（電気・ガス・熱供給・水道業）
電気業
ガス業
熱供給業
水道業
電気・ガス・熱供給・水道業 内格付不能
（情報通信業）
通信業
放送業
情報サービス業
インターネット附随サービス業
映像・音声・文字情報制作業
通信業，放送業，映像・音声・文字情報制作業
内格付不能

産業(中分類)
平成28年6月1日現在 平成26年7月1日現在
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事業所数
従業者数

(人)
事業所数

従業者数
(人)

産業(中分類)
平成28年6月1日現在 平成26年7月1日現在

情報サービス業，インターネット附随サービス
業 内格付不能
（運輸業，郵便業）
鉄道業
道路旅客運送業
道路貨物運送業
水運業
航空運輸業
倉庫業
運輸に附帯するサービス業
郵便業（信書便事業を含む）
運輸業，郵便業 内格付不能
（卸売業，小売業）
各種商品卸売業
繊維・衣服等卸売業
飲食料品卸売業
建築材料，鉱物・金属材料等卸売業
機械器具卸売業
その他の卸売業
各種商品小売業
織物・衣服・身の回り品小売業
飲食料品小売業
機械器具小売業
その他の小売業
無店舗小売業
卸売業 内格付不能
小売業 内格付不能
（金融業，保険業）
銀行業
協同組織金融業
クレジットカード業等非預金信用機関
金融商品取引業，商品先物取引業
補助的金融業等
保険業（保険媒介代理業等を含む）
金融業，保険業 内格付不能
（不動産業，物品賃貸業）
不動産取引業
不動産賃貸業・管理業
不動産業 内格付不能
物品賃貸業
（学術研究，専門・技術サービス業）
学術・開発研究機関
専門サービス業
広告業
技術サービス業
学術研究，専門・技術サービス業 内格付不能
（宿泊業，飲食サービス業）
宿泊業
飲食店
持ち帰り・配達飲食サービス業
飲食店，持ち帰り・配達飲食サービス業 内格
付不能
（生活関連サービス業，娯楽業）
洗濯・理容・美容・浴場業
その他の生活関連サービス業
娯楽業
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事業所数
従業者数

(人)
事業所数

従業者数
(人)

産業(中分類)
平成28年6月1日現在 平成26年7月1日現在

生活関連サービス業，娯楽業 内格付不能
（教育，学習支援業）
学校教育
その他の教育，学習支援業
（医療，福祉）
医療業
保健衛生
社会保険・社会福祉・介護事業
医療，福祉 内格付不能
（複合サービス事業）
郵便局
協同組合（他に分類されないもの）
（サービス業（他に分類されないもの））
廃棄物処理業
自動車整備業
機械等修理業（別掲を除く）
職業紹介・労働者派遣業
その他の事業サービス業
政治・経済・文化団体
宗教
その他のサービス業
サービス業(政治・経済・文化団体、宗教)内格
付不能
サービス業(政治・経済・文化団体、宗教を除
く)内格付不能
（公務（他に分類されるものを除く））
国家公務
地方公務
平成26年経済センサス基礎調査数値　平成27年11月30日公表数値
平成28年経済センサス活動調査数値　平成30年6月28日公表数値
(平成28年経済センサス-活動調査においては、国・地方公共団体の事業所を調査対象としていない）
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事業所数
従業者数

(人)
事業所数

従業者数
(人)

（総数） - - 1,917 20,716
(全産業(公務を除く)) 1,847 20,193 1,909 20,384
（農林漁業） 10 47 9 59
農業 9 46 8 54
林業 1 1 1 5
漁業（水産養殖業を除く） - - - -
水産養殖業 - - - -
（鉱業，採石業，砂利採取業） - - - -
鉱業，採石業，砂利採取業 - - - -
（建設業） 301 1,214 301 1,354
総合工事業 124 558 112 543
職別工事業（設備工事業を除く） 120 403 126 525
設備工事業 52 204 63 286
建設業 内格付不能 5 49 - -
（製造業） 285 6,425 284 5,857
食料品製造業 22 1,619 22 1,600
飲料・たばこ・飼料製造業 6 35 9 62
繊維工業 8 34 5 17
木材・木製品製造業（家具を除く） 5 29 7 36
家具・装備品製造業 14 33 16 60
パルプ・紙・紙加工品製造業 9 593 7 363
印刷・同関連業 7 102 8 108
化学工業 7 287 4 182
石油製品・石炭製品製造業 - - 1 1
プラスチック製品製造業 14 165 20 249
ゴム製品製造業 2 13 - -
なめし革・同製品・毛皮製造業 1 3 1 3
窯業・土石製品製造業 13 231 12 284
鉄鋼業 3 23 1 12
非鉄金属製造業 4 107 3 88
金属製品製造業 39 474 40 600
はん用機械器具製造業 11 114 14 91
生産用機械器具製造業 32 335 24 206
業務用機械器具製造業 19 558 18 490
電子部品・デバイス・電子回路製造業 11 173 16 421
電気機械器具製造業 13 321 11 140
情報通信機械器具製造業 4 210 6 192
輸送用機械器具製造業 19 784 22 502
その他の製造業 19 169 17 150
製造業 内格付不能 3 13 - -
（電気・ガス・熱供給・水道業） 4 50 5 68
電気業 - - - -
ガス業 3 36 2 28
熱供給業 - - - -
水道業 1 14 3 40
電気・ガス・熱供給・水道業 内格付不能 - - - -
（情報通信業） 15 340 17 52
通信業 - - - -
放送業 1 1 - -
情報サービス業 9 28 12 41
インターネット附随サービス業 2 13 2 5
映像・音声・文字情報制作業 3 298 3 6

通信業，放送業，映像・音声・文字情報制作
業 内格付不能

- - - -

情報サービス業，インターネット附随サービ
ス業 内格付不能

- - - -

産業(中分類)
平成21年7月1日現在平成24年2月1日現在
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事業所数
従業者数

(人)
事業所数

従業者数
(人)

産業(中分類)
平成21年7月1日現在平成24年2月1日現在

（運輸業，郵便業） 73 1,603 75 2,053
鉄道業 4 165 3 23
道路旅客運送業 3 62 3 59
道路貨物運送業 52 1,079 56 1,532
水運業 1 3 1 3
航空運輸業 - - - -
倉庫業 8 159 10 276
運輸に附帯するサービス業 4 42 1 59
郵便業（信書便事業を含む） 1 93 1 101
運輸業，郵便業 内格付不能 - - - -
（卸売業，小売業） 377 3,491 408 3,351
各種商品卸売業 - - 1 9
繊維・衣服等卸売業 2 6 1 3
飲食料品卸売業 16 356 15 287
建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 19 123 24 124
機械器具卸売業 26 308 23 218
その他の卸売業 16 77 19 106
各種商品小売業 - - 3 460
織物・衣服・身の回り品小売業 19 62 25 78
飲食料品小売業 104 1,423 124 1,084
機械器具小売業 49 250 56 308
その他の小売業 101 630 113 642
無店舗小売業 11 72 4 32
卸売業 内格付不能 8 169 - -
小売業 内格付不能 6 15 - -
（金融業，保険業） 11 146 10 137
銀行業 3 56 3 55
協同組織金融業 3 45 3 49
クレジットカード業等非預金信用機関 - - - -
金融商品取引業，商品先物取引業 - - - -
補助的金融業等 - - - -
保険業（保険媒介代理業等を含む） 4 39 4 33
金融業，保険業 内格付不能 1 6 - -
（不動産業，物品賃貸業） 92 350 97 591
不動産取引業 27 93 30 124
不動産賃貸業・管理業 58 109 59 138
不動産業 内格付不能 - - - -
物品賃貸業 7 148 8 329
（学術研究，専門・技術サービス業） 63 171 64 224
学術・開発研究機関 1 - 1 1
専門サービス業 21 48 22 54
広告業 1 15 1 15
技術サービス業 37 105 40 154
学術研究，専門・技術サービス業 内格付不能 3 3 - -
（宿泊業，飲食サービス業） 191 1,975 203 1,476
宿泊業 9 51 7 60
飲食店 164 1,196 117 1,147
持ち帰り・配達飲食サービス業 16 224 19 269
飲食店，持ち帰り・配達飲食サービス業 内格
付不能

2 504 - -

（生活関連サービス業，娯楽業） 136 1,099 145 1,076
洗濯・理容・美容・浴場業 101 511 109 530
その他の生活関連サービス業 12 25 14 30
娯楽業 23 563 22 516
生活関連サービス業，娯楽業 内格付不能 - - - -
（教育，学習支援業） 60 410 80 972

35

平成２9年版　統計ひだか



事業所数
従業者数

(人)
事業所数

従業者数
(人)

産業(中分類)
平成21年7月1日現在平成24年2月1日現在

学校教育 5 167 21 674
その他の教育，学習支援業 55 243 59 298
（医療，福祉） 103 1,873 91 1,980
医療業 62 928 63 1,063
保健衛生 - - 1 13
社会保険・社会福祉・介護事業 40 941 27 904
医療，福祉 内格付不能 1 4 - -
（複合サービス事業） 10 90 10 91
郵便局 7 57 7 57
協同組合（他に分類されないもの） 3 33 3 34
（サービス業（他に分類されないもの）） 116 909 110 1,043
廃棄物処理業 4 11 5 15
自動車整備業 44 256 45 266
機械等修理業（別掲を除く） 10 64 12 258
職業紹介・労働者派遣業 2 147 4 176
その他の事業サービス業 20 235 19 249
政治・経済・文化団体 3 9 2 19
宗教 25 66 23 60
その他のサービス業 - - - -
サービス業(政治・経済・文化団体、宗教)内
格付不能

- - - -

サービス業(政治・経済・文化団体、宗教を除
く)内格付不能

- - - -

（公務（他に分類されるものを除く）） -  -  8 332
国家公務 - -  -  -
地方公務 - - 8 332

平成21年経済センサス基礎調査数値　平成23年6月3日公表数値　
平成24年経済センサス活動調査数値　平成25年8月27日公表数値
資料：経済センサス報告
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事業所数
従業者数
(人)

事業所数
従業者数
(人)

（総数） 1,716 16,359 1,769 18,579
（農業） 8 64 6 31
農業 8 64 6 31
（林業） - - -
林業 - - -
（漁業） - - -
漁業 - - -
水産養殖業 - - -
（鉱業） - - -
金属鉱業 - - -
切灰・亜炭鉱業 - - -
原油・天然ガス鉱業 - - -
非金属鉱業 - - -
鉱業 - - -
（建設業） 296 1,240 281 1,139
総合工事業 97 502 89 450
職別工事業（設備工事を除く） 149 559 145 517
設備工事業 50 179 47 172
（製造業） 313 5,735 300 5,817
食料品製造業 17 927 19 1,299
飲料・飼料・たばこ製造業 10 75 9 67
繊維工業（衣服・その他の繊維製品を除く） 1 5 1 5
衣服・その他の繊維製品製造業 5 10 5 10
木材・木製品製造業（家具を除く） 13 89 12 74
家具・装備品製造業 20 67 19 65
パルプ・紙・紙加工品製造業 8 344 8 360
出版・印刷・同関連産業 9 32 8 28
化学工業 5 297 5 171
石油製品・石炭製品製造業 - - - -
プラスチック製品製造業 21 346 18 316
ゴム製品製造業 - - - -
なめし革・同製品・毛皮製造業 1 3 1 3
窯業・土石製品製造業 14 407 14 374
鉄鋼業 1 3 1 2
非鉄金属製造業 4 79 4 113
金属製品製造業 47 472 44 578
一般機械器具製造業 46 313 40 332
電気機械器具製造業 31 776 12 108
情報通信機械器具製造業 6 265
電子部品・デバイス製造業 13 334
運送用機械器具製造業 25 724 23 606
精密機械器具製造業 20 649 20 547
武器製造業 - - - -
その他の製造業 16 132 18 160
（電気・ガス・熱供給・水道業） 3 62 3 53
電気業 1 38 - -
ガス業 2 24 1 23
熱供給業 - - - -
水道業 - - 2 30
（情報通信業） 3 112 4 154
通信業 - - - -
放送業 - - - -
情報サービス業 2 28 3 69
インターネット附随サービス業 - - - -
映像・音声・文字・情報制作業 1 84 1 85
（運輸業） 63 1,625 61 1,755
鉄道業 3 22 3 20
道路旅客運送業 5 63 3 57
道路貨物運送業 42 1,172 43 1,277
水運業 - - - -
航空運輸業 - - - -
倉庫業 9 293 9 324

産業(中分類)
平成16年6月1日現在 平成8年10月1日現在
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事業所数
従業者数
(人)

事業所数
従業者数
(人)

産業(中分類)
平成16年6月1日現在 平成8年10月1日現在

運輸に附帯するサービス業 4 75 3 77
(卸売・小売業） 344 2,612 348 2,836
各種商品卸売 - - 1 9
繊維・衣服等卸売業 4 10 3 6
飲食料品卸売業 10 134 13 159
建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 15 75 16 85
機械器具卸売業 8 72 9 107
その他の卸売業 15 44 15 58
各種商品小売業 1 158 1 130
織物・衣服・身の回り品小売業 24 79 22 98
飲食良品小売業 131 1,021 130 1,333
自動車・自転車小売業 28 121 25 113
家具・じゅう器・機械器具小売業 21 102 25 121
その他の小売業 87 798 88 617
（金融・保険業） 15 187 13 159
銀行業 3 66 3 59
協同組織金融業 6 80 5 82
郵便貯金取扱機関、政府関係金融機関 - - - -
貸金業、投資業等非預金信用機関 - - - -
証券業、商品先物取引業 - - - -
補助的金融業、金融附帯業 - - - -
保険業（保険媒介代理業等を含む） 6 41 5 18
（不動産業） 60 156 60 145
不動産取引業 24 78 21 83
不動産賃貸業・管理業 36 78 39 62
（飲食店、宿泊業） 190 838 197 884
一般飲食店 104 570 111 616
遊興飲食店 79 180 79 185
宿泊業 7 88 7 83
(医療、福祉） 75 1,494 92 2,054
医療業 56 818 62 1,024
保健衛生 1 2 2 35
社会保険・社会福祉・介護事業 18 674 28 995
教育、学習支援業 59 358 80 872
学校教育 5 165 21 620
その他の教育、学習支援業 54 193 59 252
（複合サービス事業） 1 12 8 171
郵便局 - - 7 159
協同組合（他に分類されないもの） 1 12 1 12
（サービス業（他に分類されないもの）） 286 1,862 305 2,129
専門サービス業 29 108 35 130
学術・開発研究機関 1 6 1 7
洗濯・理容・美容・浴場業 110 451 115 529
その他の生活関連サービス業 17 51 15 60
娯楽業 23 481 26 541
廃棄物処理業 3 12 4 69
自動車整備業 56 311 60 318
機械等修理業 10 38 11 85
物品賃貸業 9 273 9 265
広告業 2 25 2 24
その他の事業サービス業 7 58 6 37
政治・経済・文化団体 2 8 2 8
宗教 17 40 19 56
その他のサービス業 - - - -
（公務） 11 380
国家公務 - -
地方公務 11 380

平成16年は簡易調査（民営事業所のみ）
資料：事業所・企業統計調査

事業所・企業統計調査は平成18年が最後の調査で、平成21年から経済センサスに統合。
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3-2 産業(大分類)，従業者規模別事業所数および従業者数

平成28年6月1日現在

1～4
人

5～9
人

10～
29人

30人
以上

派遣
従業
者の
み

（総数）

農業，林業

漁業

鉱業，採石業，砂利
採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供
給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸
業
学術研究，専門・技
術サービス業
宿泊業，飲食サービ
ス業
生活関連サービス
業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分
類されないもの）

公務

資料：経済センサス報告-活動調査

平成26年7月1日現在

1～4
人

5～9
人

10～
29人

30人
以上

派遣
従業
者の
み

（総数）

農業，林業

漁業
鉱業，採石業，砂利
採取業

建設業

割合
（％）

割合
（％）

従業者規模別事業所数（民営）

従業者
数(人)

割合
（％）

割合
（％）

従業者規模別事業所数（民営）

産業分類（大分類）
事業所

数

従業者
数(人)

産業分類（大分類）
事業所

数
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1～4
人

5～9
人

10～
29人

30人
以上

派遣
従業
者の
み

製造業

電気・ガス・熱供
給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸
業

学術研究，専門・技
術サービス業

宿泊業，飲食サービ
ス業

生活関連サービス
業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分
類されないもの）
公務
資料：経済センサス報告-基礎調査

平成24年2月1日現在
割合

（％）
1～4
人

5～9
人

10～
19人

20～
29人

30人
以上

派遣従
業者の

み

（総数）

農業，林業

漁業

鉱業，採石業，砂利
採取業

建設業

製造業
電気・ガス・熱供
給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

産業分類（大分類）
事業所

数
割合
（％）

従業者規模別事業所数（民営）

従業者
数(人)

割合
（％）

産業分類（大分類）
事業所

数

従業者規模別事業所数（民営）
従業者
数(人)

割合
（％）

42

平成２9年版　統計ひだか



割合

（％）
1～4
人

5～9
人

10～
19人

20～
29人

30人
以上

派遣従
業者の

み

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸
業

学術研究，専門・技
術サービス業

宿泊業，飲食サービ
ス業
生活関連サービス
業，娯楽業
教育，学習支援業
医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分
類されないもの）
資料：経済センサス報告-活動調査

平成21年7月1日現在

1～4
人

5～9
人

10～
19人

20～
29人

30人
以上

派遣従
業者の

み
（総数）
農業，林業
漁業
鉱業，採石業，砂利
採取業
建設業
製造業
電気・ガス・熱供
給・水道業
情報通信業
運輸業，郵便業
卸売業，小売業
金融業，保険業
不動産業，物品賃貸
業
学術研究，専門・技
術サービス業
宿泊業，飲食サービ
ス業
生活関連サービス
業，娯楽業
教育，学習支援業
医療，福祉
複合サービス事業
サービス業（他に分
類されないもの）
公務
資料：経済センサス報告

産業分類（大分類）
事業所

数

従業者規模別事業所数（民営）
従業者
数(人)

割合
（％）

産業分類（大分類）
事業所

数

従業者規模別事業所数（民営）
割合

（％）

国、地
方公共
団体等

割合
（％）

従業
者数
(人)
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平成18年10月1日現在

1～4
人

5～9
人

10～
19人

20～
29人

30人以
上

（総数）

第1次産業
農林漁
業

第2次産業 鉱業
建設業
製造業

第3次産業

電気・
ガス・
熱供
給・水
道業
情報通
信業
運輸業
卸・小
売業
金融保
険業
不動産
業
飲食
店、宿

医療、
福祉

教育、
学習支
援業

1～4
人

5～9
人

10～
19人

20～
29人

30人以
上

複合
サービ
ス事業
サービ
ス業
公務

資料：事業所・企業統計調査

平成16年6月1日現在（簡易調査）

事業所
割合

従業
者数

従業者
数割合

（％） （人） （％）

（総数）

第1次産業
農林水
産業

第2次産業 鉱業
建設業
製造業

第3次産業
電気ガ
ス水道
業
情報通
信業
運輸業
卸売・
小売業

民営 国、地
方公共
団体等

産業分類
産業分

類
事業所

数
割合
（％）

産業分
類

産業分類
産業分

類
事業所

数

産業分類
事業所

数

民営

従業
者数
(人)

割合
（％）

国、地
方公共
団体等

従業
者数
(人)
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事業所
割合

従業
者数

従業者
数割合

（％） （人） （％）

金融保
険業
不動産
業
飲食
店・宿
泊業
医療・
福祉
教育・
学習支
援業
複合
サービ
ス事業
サービ
ス業

資料：事業所・企業統計調査

平成13年7月1日現在

割合

（％）
1～4
人

5～9
人

10～
19人

20～
29人

30人以
上

（総数）

第1次産業
農林水
産業

第2次産業 鉱業
建設業
製造業

第3次産業
電気ガ
ス水道
業
運輸・
卸・小
売業
金融保
険業
不動産
業
サービ
ス業
公務

資料：事業所・企業統計調査

事業所・企業統計調査は平成18年が最後の調査で、平成21年から経済センサスに統合。

産業分
類

事業所
数

産業分類
民営

産業分
類

事業所
数

従業
者数
(人)

産業分類

割合
（％）

国、地
方公共
団体等
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3-3 産業別就業人口

各年10月1日現在（単位：人）

計 男 女 計 男 女 計 男 女
（総数） 27,855 17,245 10,610 27,250 16,460 10,790 26,868 16,098 10,770
（第1次産
業） 1,136 682 454 840 480 360 932 562 370

農業 1,127 674 453 833 474 359 927 557 370
林業・狩業 5 5 0 5 4 1 5 5 -
漁業・水産
養殖業 4 3 1 2 2 - - - -

（第2次産
業） 10,871 7,746 3,125 10,015 7,229 2,786 8,656 6,374 2,282

鉱業、採石
業、砂利採
取業

7 5 2 15 11 4 6 5 1

建設業 2,778 2,313 465 2,466 2,109 357 2,177 1,875 302
製造業 8,086 5,428 2,658 7,534 5,109 2,425 6,473 4,494 1,979
（第3次産
業） 15,753 8,775 6,978 16,065 8,569 7,496 16,825 8,885 7,940

電気・ガ
ス・熱供
給・水道業

204 176 28 190 166 24 106 98 8

運輸通信業 1,839 1,498 341 1,785 1,458 327 - - -
運輸業、郵
便業 - - - - - - 1,703 1,402 301

情報通信業 - - - - - - 604 468 136
卸・小売業 4,759 2,322 2,437 4,869 2,184 2,685 4,144 1,913 2,231
金融業、保
険業 799 341 458 658 284 374 530 259 271

不動産業、
物品賃貸業 314 209 105 292 189 103 296 200 96

サービス業 6,628 3,266 3,362 6,996 3,284 3,712 8,438 3,733 4,705
学術研究、
専門・技術
サービス業

- - - - - - - - -

宿泊業、飲
食サービス
業

- - - - - - - - -

生活関連
サービス
業、娯楽業

- - - - - - - - -

教育、学習
支援業 - - - - - - - - -

医療、福祉 - - - - - - - - -
複合サービ
ス事業 - - - - - - - - -

サービス業
（他に分類
されないも
の）

- - - - - - - - -

公務 1,210 963 247 1,275 1,004 271 1,004 812 192
（分類不能
の産業） 95 42 53 330 182 148 455 277 178

資料：国勢調査報告

産業
平成7年 平成12年 平成17年

46

平成２9年版　統計ひだか



計 男 女 計 男 女
（総数）
（第1次産
業）
農業

林業・狩業

漁業・水産
養殖業
（第2次産
業）
鉱業、採石
業、砂利採
取業
建設業

製造業

（第3次産
業）
電気・ガ
ス・熱供
給・水道業
運輸通信業

運輸業、郵
便業
情報通信業

卸・小売業

金融業、保
険業
不動産業、
物品賃貸業
サービス業

学術研究、
専門・技術
サービス業
宿泊業、飲
食サービス
業
生活関連
サービス
業、娯楽業
教育、学習
支援業
医療、福祉

複合サービ
ス事業
サービス業
（他に分類
されないも
の）
公務

（分類不能
の産業）

産業
平成22年 平成27年

資料：国勢調査報告
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3-4 労働力人口

各年10月1日現在（単位：人）

年 総数
労働力
合計

就業者
合計

主に
仕事

家事の
他仕事

通学のか
たわら
仕事

仕事を休
んでいた

完全
失業者

非労働力

計
男
女
計
男
女
計
男
女
計
男
女
計
男
女
計
男
女
計
男
女
計  46,631
男
女
計  49,713
男  24,546
女  25,167
計
男
女

資料：国勢調査報告

昭和45

 平成2
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3-5 周辺地域の事業所数・従業者数

平成28年7月1日現在（民営事業所数） 平成26年7月1日現在（民営事業所数）

市町村 事業所数
従業者数

(人)
市町村 事業所数

従業者数
(人)

埼玉県 埼玉県
川越市 川越市
狭山市 狭山市
飯能市 飯能市
坂戸市 坂戸市
鶴ヶ島市 鶴ヶ島市
日高市 日高市
毛呂山町 毛呂山町
資料：経済センサス－活動調査報告  資料：経済センサス－基礎調査報告 

平成24年2月1日現在（民営事業所数） 平成21年7月1日現在（全事業所）

市町村 事業所数
従業者数

(人)
市町村 事業所数

従業者数
(人)

埼玉県 埼玉県
川越市 川越市
狭山市 狭山市
飯能市 飯能市
坂戸市 坂戸市
鶴ヶ島市 鶴ヶ島市
日高市 日高市
毛呂山町 毛呂山町
資料：経済センサス－活動調査  資料：経済センサス－基礎調査報告

平成18年10月1日現在（全事業所）

市町村 事業所数
従業者数

(人)
事業所増
加率(％)

埼玉県
川越市
狭山市
飯能市
坂戸市
鶴ヶ島市
日高市
毛呂山町
資料：事業所・企業統計調査報告

経済センサスと事業所・企業統計調査は集計方法が異なるため、平成21年7月1日現在の数値と

平成18年10月1日現在の数値を比較することはできません。

事業所・企業統計調査は平成18年が最後の調査で、平成21年から経済センサスに統合されました。
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3-6　企業誘致件数

年度 企業竣工件数（件）
新規雇用者数（市民）

（人）

平成22

資料：都市計画課
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４．農業４．農業４．農業４．農業４．農業４．農業４．農業
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4-1 農家数・農家人口・経営耕地面積(販売農家)

各年2月1日現在

農家数
（単位：件）

年 農家数計 専業農家
第1種

兼業農家
第2種

兼業農家
昭和40

平成2

農家人口
（単位：人）

年
農家世帯

人口
農家就業
人口(計)

農家就業
人口(男)

農家就業
人口(女)

昭和40

平成2

平成12年までの農家世帯人口は、総農家世帯の世帯人口

経営耕地面積
（単位：ヘクタール（ha））

年 総面積 田 畑 樹園地計 果樹園 茶園 園その他

昭和40

平成2

・・・ ・・・ ・・・
・・・ ・・・ ・・・
・・・ ・・・ ・・・

平成17年から果樹園、茶園、園その他の調査はなくなり、樹園地の合計のみ集計されています。

　 資料：農林業センサス報告

 　※平成17年より農業センサスは農林業センサスに統合されました。

用語説明
兼業農家…世帯員の中に兼業従事者が1人以上いる農家
第1種兼業農家…農業所得を主とし、農業以外にも収入のある農家
第2種兼業農家…農業所得を従とし、農業以外にも収入のある農家
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4-2 農産物販売規模別農家数

各年2月1日現在（単位：戸）

平成2年農業センサス以前

年 販売なし
100万円
未満

100万円
以上

150万円
未満

150万円
以上

200万円
未満

200万円
以上

300万円
未満

300万円
以上

500万円
未満

500万円
以上

昭和45

平成2

平成7年農業センサス以降
100万円
以上

200万円
以上

300万円
以上

200万円
未満

300万円
未満

500万円
未満

平成7

資料：農林業センサス報告
※平成17年より農業センサスは農林業センサスに統合されました。

年 販売なし
100万円
未満

500万円
以上
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4-3 経営耕地規模別の農家数

各年2月1日現在（単位：戸）

平成7年農業センサス以前

年 計
所有耕
地なし

0.3㏊
未満

0.3～
0.5㏊

0.5～
1.0㏊

1.0～
1.5㏊

1.5～
2.0㏊

2.0～
2.5㏊

2.5～
3.0㏊

3.0㏊
以上

昭和45

平成2

平成12年・17年農林業センサス

年 計
0.25㏊
未満

0.25～
0.5㏊

0.5～
1.0㏊

1.0～
2.0㏊

2.0～
3.0㏊

3.0～
4.0㏊

4.0～
5.0㏊

5.0㏊
以上

平成12

平成22年農林業センサス以降

年 計
所有耕
地なし

0.3㏊
未満

0.3～
0.5㏊

0.5～
1.0㏊

1.0～
1.5㏊

1.5～
2.0㏊

2.0～
3.0㏊

3.0㏊
以上

平成22

資料：農林業センサス報告
※平成17年より農業センサスは農林業センサスに統合されました。
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4-4 収穫作物別の農家数・収穫面積・販売農家数

各年2月1日現在（単位：戸・ヘクタール）

収穫
農家
数

収穫
面積

販売
農家
数

収穫
農家
数

収穫
面積

販売
農家
数

収穫
農家
数

収穫
面積

販売
農家
数

収穫
農家
数

収穫
面積

販売
農家
数

水稲
陸稲
小麦
大麦・裸
麦
ビール麦
とうもろ
こし他
ばれい
しょ
かんしょ
大豆
小豆
未成熟の
豆類
その他の
豆類
たばこ
茶
その他の
工芸農作
物
トマト
きゅうり
なす
結球はく
さい
キャベツ
ほうれん
そう
ねぎ
たまねぎ
だいこん
にんじん
さといも
レタス
ピーマン
すいか
いちご
その他の
野菜
花木類
(球根・
切花)
花木・芝
種苗・苗
木類
牧草（実
面積）
その他の飼
料用作物

その他の
作物

平成7年

作物

昭和55年 昭和60年 平成2年
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収穫
面積

販売
農家
数

収穫
面積

販売
農家
数

収穫
面積

販売
農家
数

収穫
面積

販売
農家
数

水稲
陸稲
小麦
大麦・裸
麦
ビール麦 ・・ ・・ ・・ ・・
とうもろ
こし他

・・
・

・・
・

ばれい
しょ
かんしょ
大豆
小豆
未成熟の
豆類

・・
・

・・
・

・・
・

・・
・

その他の
豆類
たばこ
茶
その他の
工芸農作
物
トマト
きゅうり
なす
結球はく
さい
キャベツ
ほうれん
そう
ねぎ
たまねぎ
だいこん
にんじん
さといも
レタス
ピーマン
すいか
いちご
その他の
野菜
花木類
(球根・
切花)
花木・芝 ・・ ・・ ・・
種苗・苗
木類
牧草（実
面積）

・・
・

・・
・

・・
・

・・
・

その他の飼
料用作物

・・
・

・・
・

・・
・

・・
・

その他の
作物

・・
・

・・
・

平成12年からは販売農家のみの数値
資料：農林業センサス報告
※平成17年より農業センサスは農林業センサスに統合されました。

平成22年平成12年 平成17年

作物

平成27年
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4-5 果樹栽培農家数・面積

（単位：戸・㏊）

農家数 面積 農家数 面積 農家数 面積 農家数 面積
昭和 45

平成 2

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

農家数 面積 農家数 面積 農家数 面積
昭和 45

… …

平成 2

・・・ ・・・ ・・・

※平成17年より農業センサスは農林業センサスに統合されました。

かき

くり
年

うめ その他

年
ぶどう なし もも
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4-6 養蚕

各年2月1日現在

年
農家数
（戸）

収繭量
（箱）

昭和 50

平成 2

…

… …

… …

… …

平成12年農業センサスでは収繭量未調査
平成17年以降の農林業センサスでは農家数・収繭量未調査

資料：農林業センサス報告
※平成17年より農業センサスは農林業センサスに統合されました。
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4-7 家畜飼養

各年2月1日現在

飼養戸
数(戸)

飼養頭
数

飼養戸
数(戸)

飼養頭
数

飼養戸
数(戸)

飼養頭
数

飼養戸
数(戸)

飼養羽
数

飼養戸
数(戸)

飼養羽
数

昭和45

平成2

資料：農林業センサス報告
 ※平成17年より農業センサスは農林業センサスに統合されました。

ブロイラー
年

乳用牛 肉用牛 豚 採卵鶏
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4-8 農地の権利移動・転用状況

 （単位：平方メートル）　
3・4・
5条

合計

件数 件数 計 田 畑 件数 計 田 畑 件数 計 田 畑 山林
昭和58

平成元

資料：農業委員会事務局

農地の転用状況

（農地法第5条）※
年度

農地の権利異動・設定

（農地法第3条）

農地の転用状況

（農地法第4条）※
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５．商業・工業
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5-1 商業の推移

商店数
従業者数

(人)
年間商品販売

額(万円)
売場面積

(㎡)
昭和 51 （総数）

卸売
小売
飲食店
（総数）
卸売

(6月1日) 小売
飲食店
（総数）
卸売

(6月1日) 小売
飲食店
（総数）
卸売

(5月1日) 小売
（総数）
卸売

(6月1日) 小売
平成 3 （総数）

卸売
(7月1日) 小売

（総数）
卸売

(7月1日) 小売
（総数）
卸売

(6月1日 小売
（総数）
卸売

(7月1日) 小売
（総数）
卸売

(6月1日) 小売
（総数）
卸売

(6月1日) 小売
（総数）
卸売

(6月1日) 小売
 (総数)
卸売 

(6月1日) 小売 
昭和54、57年の飲食店には、酒場等の飲み屋は含まれません。
平成3年は、飲食店については行っていません。
「平成21年商業統計調査」は中止。「平成24年経済センサス－活動調査」で
商業に関する調査事項を把握しています。

資料：商業統計調査報告

年・区分

(5月1日
現在)
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5-2 細分類別商店数および従業者数

総数及び一般卸売

商店数
(店)

従業者
数(人)

平成26
年

平成26
年

（総数）
（一般卸売　計）
各種商品
糸
織物（室内装飾繊維品を除く）
その他の衣服・身の回り品
繊維品（衣服・身の回り品除く）
衣服・身の回り品
野菜
食肉
その他の農畜産物・水産物
菓子パン・パン類
飲料（別掲を除く）
茶類
食料・飲料
農畜産物・水産物
木材・竹材
セメント
その他の建築材料
建築材料
その他の化学製品
化学製品
石油
鉱物・金属材料
石油・鉱物
鉄鋼
非鉄金属スクラップ
その他の再生資源
再生資源
事務用機械器具
その他の一般機械器具
産業機械器具
自動車（2輪自動車を含む）
自動車部分品・附属品（中古品を除く）
医療用機械器具（歯科用機械器具を含む）
電気機械器具
機械器具
その他の機械器具
家具・建具
室内装飾繊維品
陶磁器・ガラス器
その他のじゅう器
家具・建具・じゅう器等
化粧品
金物
肥料・飼料
スポーツ用品・娯楽用品・がん具
医薬品・化粧品
代理商・仲立業
その他

区分
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平成9
年

平成11
年

平成14
年

平成16
年

平成19
年

（総数）
（一般卸売　計）
各種商品
糸
織物（室内装飾繊維品を除く）
その他の衣服・身の回り品
繊維品（衣服・身の回り品除く）
衣服・身の回り品
野菜
食肉
その他の農畜産物・水産物
菓子パン・パン類
飲料（別掲を除く）
茶類
食料・飲料
農畜産物・水産物
木材・竹材
セメント
その他の建築材料
建築材料
その他の化学製品
化学製品
石油
鉱物・金属材料
鉄鋼
非鉄金属スクラップ
その他の再生資源
再生資源
事務用機械器具
その他の一般機械器具
自動車（2輪自動車を含む）
自動車部分品・附属品（中古品を除く）
医療用機械器具（歯科用機械器具を含む）
機械器具
家具・建具
室内装飾繊維品
陶磁器・ガラス器
その他のじゅう器
家具・建具・じゅう器等
化粧品
金物
肥料・飼料
スポーツ用品・娯楽用品・がん具
医薬品・化粧品
代理商・仲立業
その他

区分
商店数(店)
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平成
9年

平成11
年

平成14
年

平成16
年

平成19
年

（総数）
（一般卸売　計）
各種商品
糸
織物（室内装飾繊維品を除く）
その他の衣服・身の回り品
繊維品（衣服・身の回り品除く）
衣服・身の回り品
野菜
食肉
その他の農畜産物・水産物
菓子パン・パン類
飲料（別掲を除く）
茶類
食料・飲料
農畜産物・水産物
木材・竹材
セメント
その他の建築材料
建築材料
その他の化学製品
化学製品
石油
鉱物・金属材料
鉄鋼
非鉄金属スクラップ
その他の再生資源
再生資源
事務用機械器具
その他の一般機械器具
自動車（2輪自動車を含む）
自動車部分品・附属品（中古品を除く）
医療用機械器具（歯科用機械器具を含む）
機械器具
家具・建具
室内装飾繊維品
陶磁器・ガラス器
その他のじゅう器
家具・建具・じゅう器等
化粧品
金物
肥料・飼料
スポーツ用品・娯楽用品・がん具
医薬品・化粧品
代理商・仲立業    
その他

従業者数(人)
区分
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小売（平成16年・平成19年・平成26年）

平成
16年

平成
19年

平成
26年

平成
16年

平成
19年

平成
26年

（小売　計） 292 290 237 2,143 2,790 2,093
（各品　計） 1 2 3 141 335 45
百貨店・総合スーパー 1 2 - 141 335 - 
その他の各種商品（従業者が常時50人
未満のもの）

- - 3 - - 45

（織物・衣服・身の回り品　計） 24 22 18 75 79 82
呉服・服地・寝具 2 - - 4 - -
寝具 - 1 - - 2 -
男子服 1 0 2 1 0 5
婦人・子供服 14 - 7 52 - 28
婦人服 - 13 - - 48 -
靴・履物 3 - 2 11 - 6
靴 - 3 - - 9 -
洋品雑貨・小間物 - 3 - - 18 -
その他織物・衣服・身の回り品 4 2 7 7 2 43
（飲食料品　計） 131 122 92 958 1,567 1,251
各種食料品 12 12 5 311 263 512
酒 11 9 5 40 32 33
食肉（卵、鶏肉を除く） 5 6 8 12 576 21
卵・鳥肉 - 1 - - 2 -
鮮魚 3 1 1 18 13 14
野菜・果実小売業 6 - 5 47 - 47
野菜 - 3 - - 29 -
果実 - 2 - - 7 -
菓子・パン 34 - 16 137 - 70
菓子（製造小売） - 16 - - 53 -
菓子（製造小売でないもの） - 6 - - 27 -
パン（製造小売） - 4 - - 20 -
パン（製造小売でないもの） - 2 - - 12 -
米穀類 2 3 - 5 9 -
その他の飲食料 58 - 52 388 - 554
コンビニエンスストア（飲食料品を中
心とするものに限る）

15 14 - 206 187 -

牛乳・飲料・茶類 22 - - 68 - -
牛乳 - 3 - - 7 -
飲料（別掲を除く） - 10 - - 127 -
茶類 - 9 - - 25 -
料理品 16 14 - 106 128 -
豆腐・かまぼこ等加工食品 - 1 - - 2 -
他に分類されない飲食料品 5 6 - 8 48 -
（自動車・自転車　計） 29 25 - 119 144 -
自動車 23 - 26 108 - 158
自動車（新車） 7 9 - 61 101 -
中古自動車 11 5 - 37 20 -
自動車部分品・附属品 3 5 - 6 11 -
二輪自動車（原動機付自転車を含む） 2 4 3 4 8 6
自転車 6 2 - 11 4 -
（家具・じゅう器・機械器具　計） 21 19 - 89 89 -
家具・建具・畳 5 - 4 22 - 6
家具 4 1 - 19 2 -
建具・畳・宗教用具 1 - - 3 - -
建具 - 1 - - 2 -
じゅう器 - - 4 - - 15
機械器具小売業 9 - 10 36 - 77

区分
商店数(店) 従業者数(人)  
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平成
16年

平成
19年

平成
26年

平成
16年

平成
19年

平成
26年

区分
商店数(店) 従業者数(人)  

電気機械器具 8 10 - 34 56 -
その他の機械器具 1 1 - 2 2 -
その他のじゅう器 7 - - 31 - -
金物・荒物小売業 4 - - 23 - -
金物 - 2 - - 9 -
荒物 - 1 - - 10 -
陶磁器・ガラス器 - 1 - - 3 -
他に分類されないじゅう器 3 2 - 8 5 -
（その他の小売業　計） 86 100 - 761 576 -
医療品・化粧品 16 - 20 128 - 128
医薬品（調剤薬局を除く） 7 7 - 89 63 -
調剤薬局 4 7 - 22 45 -
化粧品 5 5 - 17 36 -
農耕用品 6 - 3 17 - 6
農業用機械器具 - 3 - - 4 -
肥料・飼料 - 1 - - 2 -
燃料小売業 21 - 15 144 - 97
ガソリンスタンド 12 11 - 81 66 -
燃料（ガソリンスタンドを除く） 9 8 - 63 54 -
書籍・文房具小売業 12 - 7 378 - 79
書籍・雑誌・紙・文房具 3 - - 62 - -
書籍・雑誌 - 3 - - 44 -
新聞 9 6 - 316 93 -
紙・文具 - 1 - - 10 -
スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽
器小売業

5 - 4 10 - 7

スポーツ用品 5 5 - 10 9 -
がん具・娯楽用品 - 2 - - 28 -
時計・眼鏡・光学機械 5 5 3 11 11 6
たばこ・喫煙具 3 6 - 6 10 -
花・植木 7 6 - 15 17 -
建築材料 - 4 - - 7 -
中古品（骨とう品を除く） 2 4 - 2 11 -
他に分類されないその他 9 16 18 50 66 87
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小売(平成14年まで）

平成
9年

平成
11年

平成
14年

平成
9年

平成
11年

平成
14年

（小売　計） 374 371 323 2,359 2,511 2,622
（各品　計） 0 - 1 0 0 166
百貨店 0 - 1 0 - 166
その他の各種商品 0 - 0 0 - 0
（織物・衣服・身の回り品　計） 27 29 25 71 102 73
呉服・服地 0 3 0 0 4 -
寝具 3 1 6 2
男子洋服 4 - 4 6 - 5
婦人・子供服 14 14 11 46 23 41
くつ 4 4 3 11 14 11
履物（くつ除く） 0 - 0 -
かばん・袋物 1 1 X 1
洋品雑貨・小間物 1 3 X 11
他に分類されないもの 0 8 2 0 61 2
（飲食料品　計） 169 150 149 1,486 1,472 1,570
各種食料品 21 18 13 351 416 332
酒・調味料 16 22 11 54 110 47
食肉（卵・鶏肉を除く） 6 4 6 336 386 397
卵・鶏肉 0 1 0 3
鮮魚 4 4 3 9 9 6
乾物 0 - - 0 - -
野菜 7 10 6 26 51 26
果実 3 2 8 8
菓子（A） 19 39 16 71 140 64
菓子（B） 15 11 38 50
パン（A） 7 7 34 42
パン（B） 2 - X -
米穀類 6 6 2 12 12 5
牛乳 4 4 3 12 18 10
料理品 18 23 15 232 221 171
茶 11 10 29    34
豆類・かまぼこ等加工食品（A） 1 1 X 2
豆類・かまぼこ等加工食品（B） 0 0
他に分類されない飲食料品 29 20 12 269 119 66
（自動車・自転車　計） 41 33 27 285 182 133
自動車（新車） 19 22 7 142 157 73
中古自動車 12 10 119 36
自動車部分品・附属品 3 4 4 9 11 11
二輪自動車 3 4 3 7 11 6
自転車（自動二輪車含む） 4 3 3 8 3 7
（家具・建具・じゅう器　計） 33 30 19 89 99 85
家具（A） 0 0
家具（B） 5 5 1 13 9 2
建具（A） 0 5 1 0 12 4
建具（B） 0    0   
畳（A） 3 - 5 -
畳（B） 0 0
宗教用具(A) 0 - 0 -
宗教用具(B) 1 X
金物 3 4 1 X 24 18
荒物 1 - X -
陶磁器・ガラス器 4 3 3 9 5 7
家庭用電気機械器具 15 13 10 51 49 44
家庭用機械機器 1 - 2 X - 7

区分
商店数(店) 従業者数(人)
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平成
9年

平成
11年

平成
14年

平成
9年

平成
11年

平成
14年

区分
商店数(店) 従業者数(人)

その他のじゅう器 0 - 1 0 - 3
（その他　計） 104 129 102 428 656 595
医薬品 10 11 10 38 57 58
化粧品 9 8 7 23 55 50
農機具 4 6 4 8 10 7
苗・種子 0 - 0 -
肥料・飼料 3 2 8 6
ガソリンステーション 14 13 13 66 84 99
燃料（G・S除く） 5 8 7 27 55 31
書籍・雑誌 5 10 4 17 72 43
新聞 5 7 10 91 166 188
紙・文房具 5 5 6 19
骨とう品 2 1 X 1
その他の中古品 0 6 2 0 13 2
スポーツ用品 7 6 6 13 12 10
がん具・娯楽用品 1 - 1 X - 2
楽器 1 1 1 X 2 1
写真機・写真材料 1 - - X - -
時計・眼鏡・光学機械 5 5 5 13 11 12
たばこ・喫煙具専門 2 3 X 4
花・植木 11 10 9 23 22 19
建築材料 1 - X -
貴金属製品 0 1 0 5
他に分類されないその他 13 38 11 77 97 38

「平成21年商業統計調査」は中止。「平成24年経済センサス－活動調査」で商業に関する
   調査事項を把握しています。
資料：商業統計調査報告

72

平成２9年版　統計ひだか



5-3 細分類別商品販売額および売場面積

総数及び一般卸売

平成9年 平成11年 平成14年 平成16年 平成19年 平成26年
（総数）
（一般卸売
計）
各種商品
繊維品（衣
服・身の回
り品除く）
衣服・身の
回り品
食料・飲料
農畜産物・
水産物
建築材料
木材・竹材
化学製品
鉱物・金属
材料
再生資源
機械器具
家具・建
具・じゅう
器等
医薬品・化
粧品
代理商・仲
立業
その他

平成9年 平成11年 平成14年 平成16年 平成19年
（総数）
（一般卸売
計）
各種商品
繊維品（衣
服・身の回
り品除く）
衣服・身の
回り品
食料・飲料
農畜産物・
水産物
建築材料
木材・竹材
化学製品
鉱物・金属
材料
再生資源
機械器具
家具・建
具・じゅう
器等

区分

区分

売場面積(平方メートル)

商品販売額(万円)
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平成9年 平成11年 平成14年 平成16年 平成19年
医薬品・化
粧品
代理商・仲
立業
その他

小売

平成16年・19年・26年

平成16年 平成19年 平成26年 平成16年 平成19年 平成26年
（小売
計）

（各品
計）

百貨店・総
合スーパー
その他の各
種商品
（織物・衣
服・身の回
り品　計）
呉服・服
地・寝具
男子服
婦人・子供
服
婦人服
靴・履物
靴
洋品雑貨・
小間物
その他織
物・衣服・
身の回り品
（飲食料品
小売業）
各種食料品
酒
食肉
鮮魚小売業
野菜・果実
小売業
菓子・パン
小売業
菓子（製造
小売）
菓子（製造
小売でない
もの）
米穀類  X
その他の飲
食料品

売場面積(平方メートル)

区分
売場面積(平方メートル)

区分
商品販売額(万円)
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平成16年 平成19年 平成26年 平成16年 平成19年 平成26年
コンビニエ
ンスストア
牛乳・飲
料・茶類
牛乳
飲料（別掲
を除く）
茶類
料理品
他に分類さ
れない飲食
料品
（自動車・
自転車小売
業）
自動車小売
業
自動車（新
車）
中古自動車
自動車部分
品・附属品
二輪自動車
自転車
（家具・機
械器具・
じゅう器小
売業）
家具・建
具・畳
じゅう器
家具
建具・畳・
宗教用具
機械器具
電気機械器
具
その他の機
械器具

 X

その他の
じゅう器
金物・荒物
他に分類さ
れないじゅ
（その他の
小売業）
医療品・化
粧品
医薬品
調剤薬局
化粧品小売
業

 1,052

農耕用品
燃料小売業
ガソリンス
タンド

区分
商品販売額(万円) 売場面積(平方メートル)
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平成16年 平成19年 平成26年 平成16年 平成19年 平成26年
燃料小売
（ガソリン
スタンドを
除く）
書籍・文房
具小売業
書籍・雑
誌・紙・文
房具

 -

新聞
スポーツ用
品・がん
具・娯楽用
品・楽器小
売業
スポーツ用
品
がん具・娯
楽用品
楽器
写真機・写
真材料
時計・眼
鏡・光学機
械小売業
他に分類さ
れない小売
業
タバコ・喫
煙具専門店
花・植木小
売業
建築材料
中古品
他に分類さ
れないその
他の小売業

「平成21年商業統計調査」は中止。「平成24年経済センサス－活動調査」で商業に関する
調査事項を把握しています。

平成14年まで

平成9年 平成11年 平成14年 平成9年 平成11年 平成14年
（小売
計）
（各品
計）
百貨商
その他の各
種商品
（織物・衣
服・身の回
り品　計）

区分
商品販売額(万円) 売場面積(平方メートル)

区分
商品販売額(万円) 売場面積(平方メートル)
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平成9年 平成11年 平成14年 平成9年 平成11年 平成14年
呉服・服地
寝具
男子洋服
婦人・子供
服
くつ
履物（くつ
除く）
かばん・袋
物
洋品雑貨・
小間物
他に分類さ
れないもの
（飲食料品
計）
各種食料品
酒・調味料
食肉（卵・
鶏肉を除
く）
卵・鶏肉
鮮魚
乾物
野菜
果実
菓子（A）
菓子（B）
パン（A）
パン（B）
米穀類
牛乳
料理品
茶
豆類・かま
ぼこ等加工
食品（A）
豆類・かま
ぼこ等加工
食品（B）
他に分類さ
れない飲食
料品
（自動車等
計）
自動車(新
車)
中古自動車
自動車部分
品・附属品
二輪自動車
自転車
（家具・建
具・じゅう
器　計）
家具（A）
家具（B）

区分
商品販売額(万円) 売場面積(平方メートル)
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平成9年 平成11年 平成14年 平成9年 平成11年 平成14年
建具（A）
建具（B）
畳（A）
畳（B）
宗教用具
（A）
宗教用具
（B）
金物
荒物
陶磁器・ガ
ラス器
家庭用電気
機械器具
家庭用機械
機器
その他の
じゅう器
（その他
計）
医薬品
化粧品
農機具
苗・種子
肥料・飼料
ガソリンス
テーション
燃料（G・S
除く）
書籍・雑誌
新聞
紙・文房具
骨とう品
その他の中
古品
スポーツ用
品
がん具・娯
楽用品
楽器
写真機・写
真材料
時計・眼
鏡・光学機
械
たばこ・喫
煙具専門
花・植木
建築材料
貴金属製品
他に分類さ
れないその
他

資料：商業統計調査報告

区分
商品販売額(万円) 売場面積(平方メートル)
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5-4 経営組織別商店数

商店数
(店)

従業者数
(人)

商店数
(店)

従業者数
(人)

商店数
(店)

従業者数
(人)

昭和 51

平成 3

 「平成21年商業統計調査」は中止。「平成24年経済センサス－活動調査」で商業に関する
 調査事項を把握してます。

資料：商業統計調査報告

年
総数 法人 個人
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5-5 従業者規模別商店数

年 (総数) 1～2人 3～4人 5～9人 10～19人
昭和 51

平成 3

年 20～29人 30～49人 50～99人 100人以上

昭和 51

平成 3

「平成21年商業統計調査」は中止。「平成24年経済センサス－活動調査」で商業に関する
調査事項を把握してます。

資料：商業統計調査報告
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5-6 工業の推移

各年12月31日現在

事業所等概要

年 事業所総数
30人以上事

業所数
29人以下事

業所数
従業者総数

（人）
従業者数男

（人）
従業者数女

（人）

平成3
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年
現金給与

総額
（万円）

事業所
敷地面積
（㎡）

事業所
建築面積
（㎡）

平成3
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製造品・生産額等

年
製造品出荷
額等（万

円）

原材料使用
額等（万

円）

工業用水使
用量（立法

m/日）

有形固定資
産投資総額
（万円）

生産額（万
円）

付加価値額
（万円）

平成3

「平成23年工業統計調査」は中止。「平成24年経済センサス－活動調査」で製造業に関する
調査事項を把握しています。平成26年以降中止されていた工業統計調査が、平成29年6月に

再開。調査結果は平成29年11月現在国により集計中

資料：工業統計調査報告
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5-7 工業の業種別概況

平成29年12月31日現在(従業者数4人以上の事業所を集計)

事業所等概要

業種別 事業所数
従業者数
（男）

従業者数
(女)

従業者数
計

現金給与
総額（万

円）
平成18年合計
平成19年合計
平成20年合計
平成21年合計
平成22年合計
平成23年合計
平成24年合計
平成25年合計
平成26年合計
平成29年合計
食料品製造業
飲料・たばこ・飼料製造業
繊維工業
木材・木製品製造業（家具を除く）
家具・装備品製造業
パルプ・紙・紙加工品製造業
印刷・同関連業
化学工業
石油製品・石炭製品製造業
プラスチック製品製造業（別掲を除
く）
ゴム製品製造業
なめし革・同製品・毛皮製造業
窯業・土石製品製造業
鉄鋼業
非鉄金属製造業
金属製品製造業
はん用機械器具製造業
生産用機械器具製造業
業務用機械器具製造業
電子部品・デバイス・電子回路製造
業
電気機械器具製造業
情報通信機械器具製造業
輸送用機械器具製造業
その他の製造業

製造品出荷額等

業種別
製造品出荷
額等（万

円）

原材料使用
額等（万

円）

生産額（万
円）

付加価値
額（万
円）

平成18年合計
平成19年合計
平成20年合計
平成21年合計
平成22年合計
平成23年合計
平成24年合計
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平成25年合計
平成26年合計
平成29年合計
食料品製造業
飲料・たばこ・飼料製造業
繊維工業
木材・木製品製造業（家具を除く）
家具・装備品製造業
パルプ・紙・紙加工品製造業
印刷・同関連業

石油製品・石炭製品製造業
プラスチック製品製造業（別掲を除
く）
ゴム製品製造業
なめし革・同製品・毛皮製造業
窯業・土石製品製造業
鉄鋼業
非鉄金属製造業
金属製品製造業
はん用機械器具製造業
生産用機械器具製造業
業務用機械器具製造業
電子部品・デバイス・電子回路製造
業
電気機械器具製造業
情報通信機械器具製造業
輸送用機械器具製造業
その他の製造業
「平成23年工業統計調査」は中止。「平成24年経済センサス－活動調査」で製造業に関する
調査事項を把握しています。平成26年以降中止されていた工業統計調査が、平成29年6月に

再開。

資料：工業統計調査報告

化学工業
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６．建設・住居６．建設・住居６．建設・住居６．建設・住居６．建設・住居６．建設・住居６．建設・住居
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6-1 建築確認申請件数

（単位：件）

年度 計 計内数 新築 新築内数 増改築 増改築内数
昭和 57

平成 元

計内数、新築内数、増改築内数は指定確認検査機関による建築確認件数
資料：都市計画課
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6-2 住宅延べ面積別一般世帯数

各年10月1日現在（単位：世帯）
延べ面積
（㎡）

総数 0～29 30～49 50～69 70～99 100～149 150以上

平成12

平成27年国勢調査では住宅延べ面積が削除された。
資料：国勢調査報告
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6-3 住宅の種類

各年10月1日現在（単位：人）

一般世帯数

年 総数
住宅に居

住
持ち家

公営・都
市再生機
構・公社
の借家

民営の借
家

給与住宅 間借り
住宅

以外に
居住

平成12

一般世帯員数

年 総数
住宅に居

住
持ち家

公営・都
市再生機
構・公社
の借家

民営の借
家

給与住宅 間借り
住宅

以外に
居住

平成12

資料：国勢調査報告
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6-4 公共建設事業

年度 区分
決算額
(千円)

普通会計
に占める
割合(％)

増減率
(％)

住民1人
当たりの
額(円)

一般財源等
(千円)

普通建設事業費
補助事業費
単独事業費

普通建設事業費
補助事業費
単独事業費

普通建設事業費
補助事業費
単独事業費

普通建設事業費
補助事業費
単独事業費

普通建設事業費
補助事業費
単独事業費

普通建設事業費
補助事業費
単独事業費

普通建設事業費
補助事業費
単独事業費

普通建設事業費
補助事業費
単独事業費

普通建設事業費
補助事業費
単独事業費

※住民1人当たりの金額は、各年度の3月31日現在の日高市住民基本台帳人口（平成23年度以前は

外国人を含まない）で決算額を除して算定しています。
資料：財政課
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７．電気・水道７．電気・水道７．電気・水道７．電気・水道７．電気・水道７．電気・水道７．電気・水道
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7-1 用途別給水量

年度 総数
一般家庭

用
官公署用 営業用外

平成2

資料：水道課

用途別給水量（単位：千㎥メートル）
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7-2 給水人口・給水世帯・給配水量等

普及率 普及率
(％) (％)

平成2

給水人口・給水世帯

年度
給水人口(人) 給水世帯

総人口 給水人口 総世帯 給水世帯
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給配水量等

平成2

資料：水道課

年度
公称施設
能力（㎥
／日）

1日平均
給水量
（㎥／
日）

1日平均
配水量
（㎥／
日）

年間
給水量
（千㎥）

年間
配水量
（千㎥）
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7-3 電灯・電力の需要量

電灯の需要量
年 項目 定額 従量(AB) 従量© 臨時 公衆街路灯

契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
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年 項目 その他 合計
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
12年より「定額」、「臨時」、「公衆街路灯」も「その他」に含む
13年以前の使用電力量については12月分、14年以降については年間のデータ
使用電力量について1,000KWH以下切捨て
平成17年度以降は調査なし
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　電力の需要量

業務用 低圧 高圧 その他
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
契約口数
契約電力
使用電力量
（KWH）
13年以前の使用電力量については12月分、14年以降については年間のデータ
16年の契約電力については非公開、電力の業務用については高圧との合計値。また使用電力量について

1,000KWH以
下切捨て
平成17年度以降は調査なし

資料：東京電力

年 項目 電力 合計 総数
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7-4 公共下水道処理数量

面積(㏊) 人口(人) 戸数(戸) 人口(人) 年間 日最大 年間有収水量

昭和63

平成元

 33,349

資料：下水道課

年度
処理区域 水洗化済み 処理水量（㎥）
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８．運輸・通信８．運輸・通信８．運輸・通信８．運輸・通信
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8-1 市道の状況
各年4月1日現在（単位：㎞）

実延長
改良済延

長
舗装済延

長

自動車交
通不能道

延長

 改良率
(％)

舗装率
(％)

昭和62

平成元

 366.1  319.1  30.6  55.1

資料：建設課
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8-2 道路延長の状況

各年4月1日現在(単位：㎞)

年 合計 国道 主要県道 一般県道 市道

平成3

 703.7

資料：飯能県土整備事務所・建設課
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8-3 駅別利用状況
(単位：人)

平成9年度、平成10年度武蔵高萩駅調査未実施

武蔵高萩 高麗川 高麗 武蔵横手
年間乗車
人員(1日
平均)

年間乗車
人員(1日
平均)

年間乗車
人員(1日
平均)

年間乗車
人員(1日
平均)

…
…
…
…

[乗降数] [乗降数]

乗降数]
(381) [乗

降数]

[乗降数] [乗降数]

[乗降数]
(350) [乗

降数]

[乗降数] [乗降数]

[乗降数]
(463) [乗

降数]

[乗降数] [乗降数]

[乗降数]
(392) [乗

降数]

年度

平成4
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武蔵高萩 高麗川 高麗 武蔵横手
年間乗車
人員(1日
平均)

年間乗車
人員(1日
平均)

年間乗車
人員(1日
平均)

年間乗車
人員(1日
平均)

年度

[乗降数] [乗降数]

[乗降数]
(315) [乗

降数]

[乗降数] [乗降数]

乗降数]
(315) [乗

降数]

[乗降数] [乗降数]

[乗降数]
(327) [乗

降数]

[乗降数] [乗降数]

[乗降数]
(318) [乗

降数]

[乗降数]
(314) [乗

降数]

高麗駅、武蔵横手駅の21年度以降は乗降数
資料：JR東日本及び西武鉄道株式会社
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8-4 車種別自動車数

各年3月末日現在（単位：台）

普通 小型

平成5

 577

資料：一般財団法人　自動車検査登録情報協会

小型二輪
車

大型特殊
車

年 総数 貨物車 乗合車
乗用車 特種用途

車
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8-5 車種別軽自動車数

軽自動車、小型二輪車
各年4月1日現在（単位：台）

計
四輪
貨物

四輪
乗用

三輪 二輪

昭和60

平成元

 16,907  865
 17,606  898

年 総数
軽自動車

小型
二輪車
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原動機付自転車、小型特殊自動車
小型特殊
自動車

小型特殊
自動車

計
以下

cc超
cc以下

cc超
125cc以下

ミニカー （農耕用）
（農耕用
以外）

昭和60

平成元

 4,129

資料：税務課

年
原動機付自転車
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8-6 電話加入状況

年度 計 加入電話 公衆電話 INS回線

平成4

資料：NTT東日本埼玉支店　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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8-7 地区別郵便局数

各年4月1日現在

計 普通局 特定局
総数
高麗
高麗川
高萩
総数
高麗
高麗川
高萩
総数
高麗
高麗川
高萩
総数
高麗
高麗川
高萩
総数
高麗
高麗川
高萩
総数
高麗
高麗川
高萩
総数
高麗
高麗川
高萩
総数
高麗
高麗川
高萩
総数
高麗
高麗川
高萩
総数
高麗
高麗川
高萩
総数
高麗
高麗川
高萩

平成19年10月1日の民営化に伴い、郵便局の局種別が廃止されました。

資料：日本郵便株式会社関東支社

8(内簡易局1)

4(内簡易局1)

4(内簡易局1)

郵便局

8(内簡易局1)

4(内簡易局1)

8(内簡易局1)

ポスト数

平成19

8(内簡易局1)

4(内簡易局1)

8(内簡易局1)

4(内簡易局1)

8(内簡易局1)

4(内簡易局1)

切手類販
売所

年 地区名

8(内簡易局1)

4(内簡易局1)

8(内簡易局1)

4(内簡易局1)
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９．財政９．財政９．財政９．財政９．財政９．財政９．財政
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9-1 一般会計当初予算額

歳入
歳入内訳

款別
29年度 当初予
算額（千円）

29年度 構成比
（％）

30年度 当初予
算額 （千円）

30年度 構成比
（％）

総額
市税
地方譲与税
利子割交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金
地方消費税交付金
ゴルフ場利用税交付金
自動車取得税交付金
地方特例交付金
地方交付税
交通安全対策特別交付金
分担金および負担金
使用料および手数料
国庫支出金
県支出金
財産収入
寄附金
繰入金
繰越金
諸収入
市債

歳出
歳出内訳

款別
29年度 当初予
算額 （千円）

29年度 構成比
（％）

30年度 当初予
算額 （千円）

30年度 構成比
（％）

総額
議会費
総務費
民生費
衛生費
労働費
農林水産業費
商工費
土木費
消防費
教育費
災害復旧費
公債費
諸支出金
予備費
資料：財政課
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9-2 普通会計決算額

歳入

決算額
（千円）

構成比
（％）

決算額
（千円）

構成比
（％）

決算額
（千円）

構成比
（％）

総額
市税
地方譲与税
利子割交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金
地方消費税交付金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自動車取得税交付金
地方特例交付金
地方交付税
交通安全対策特別交付金
分担金及び負担金
使用料及び手数料
国庫支出金
県支出金
財産収入
寄附金
繰入金
繰越金
諸収入
市債

決算額
（千円）

構成比
（％）

決算額
（千円）

構成比
（％）

決算額
（千円）

構成比
（％）

総額
市税
地方譲与税
利子割交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金
地方消費税交付金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自動車取得税交付金
地方特例交付金
地方交付税
交通安全対策特別交付金
分担金及び負担金
使用料及び手数料
国庫支出金
県支出金
財産収入
寄附金
繰入金
繰越金
諸収入
市債

25年度

23年度

26年度

款

21年度 22年度

款
24年度
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決算額
（千円）

構成比
（％）

決算額
（千円）

構成比
（％）

決算額
（千円）

構成比
（％）

総額
市税
地方譲与税
利子割交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金
地方消費税交付金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金 - 
自動車取得税交付金
地方特例交付金
地方交付税
交通安全対策特別交付金
分担金及び負担金
使用料及び手数料
国庫支出金
県支出金
財産収入
寄附金
繰入金
繰越金
諸収入
市債

27年度 28年度 29年度
款
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歳出

決算額
（千円）

構成比
（％）

決算額
（千円）

構成比
（％）

決算額
（千円）

構成比
（％）

総額
議会費
総務費
民生費
衛生費
労働費
農林水産業費
商工費
土木費
消防費
教育費
災害復旧費
公債費
諸支出金

決算額
（千円）

構成比
（％）

決算額
（千円）

構成比
（％）

決算額
（千円）

構成比
（％）

総額
議会費
総務費
民生費
衛生費
労働費
農林水産業費
商工費
土木費
消防費
教育費
災害復旧費
公債費
諸支出金

決算額
（千円）

構成比
（％）

決算額
（千円）

構成比
（％）

決算額
（千円）

構成比
（％）

総額
議会費
総務費
民生費
衛生費
労働費
農林水産業費
商工費
土木費
消防費
教育費
災害復旧費
公債費
諸支出金

資料：財政課

26年度

27年度

24年度

29年度

款

28年度

21年度 22年度 23年度

款

25年度

款
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9-3 普通会計性質別歳出決算額

決算額
(千円)

住民1人当
たりの額
(円)

構成比
(％)

決算額
(千円)

住民1人当
たりの額

(円)

構成比
(％)

総額
人件費
（うち職員給）
扶助費
物件費
維持補修費
補助費等
普通建設事業費
（うち補助事業費）
（うち単独事業費）
災害復旧事業費
公債費
積立金
投資及び出資金
貸付金
繰出金
失業対策事業費

決算額
(千円)

住民1人当
たりの額
(円)

構成比
(％)

決算額
(千円)

住民1人当
たりの額

(円)

構成比
(％)

総額
人件費
（うち職員給）
扶助費
物件費
維持補修費
補助費等
普通建設事業費
（うち補助事業費）
（うち単独事業費）
災害復旧事業費
公債費
積立金
投資及び出資金
貸付金
繰出金
失業対策事業費

区分

21年度 22年度

23年度 24年度

区分
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決算額
(千円)

住民1人当
たりの額
(円)

構成比
(％)

決算額
(千円)

住民1人当
たりの額

(円)

構成比
(％)

総額
人件費
（うち職員給）
扶助費
物件費
維持補修費
補助費等
普通建設事業費
（うち補助事業費）
（うち単独事業費）
災害復旧事業費
公債費
積立金
投資及び出資金
貸付金
繰出金
失業対策事業費

決算額
(千円)

住民1人当
たりの額
(円)

構成比
(％)

決算額
(千円)

住民1人当
たりの額

(円)

構成比
(％)

総額
人件費
（うち職員給）
扶助費
物件費
維持補修費
補助費等
普通建設事業費
（うち補助事業費）
（うち単独事業費）
災害復旧事業費
公債費
積立金
投資及び出資金
貸付金
繰出金
失業対策事業費

28年度27年度

26年度

区分

25年度

区分
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決算額
(千円)

住民1人当
たりの額
(円)

構成比
(％)

総額
人件費
（うち職員給）
扶助費
物件費
維持補修費
補助費等
普通建設事業費
（うち補助事業費）
（うち単独事業費）
災害復旧事業費
公債費
積立金
投資及び出資金
貸付金
繰出金
失業対策事業費

 ※住民1人当たりの金額は、各年度の3月31日現在の日高市住民基本台帳人口（平成23年度

以前は外国人を含まない）で決算額を除して算定しています。
資料：財政課

区分

29年度
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9-4 財政指標

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

 10.0

財政調整基金（千円）
基金残高土地開発基金（千円）

その他（千円）

26年度 27年度 28年度 29年度

財政調整基金（千円）
基金残高土地開発基金（千円）

その他（千円）

【用語解説】

基準財政需要額
　普通交付税の算定にあたって、各地方公共団体が合理的かつ妥当な水準の行政を行うために必要な

一般財源の額を、各行政項目の財政需要額として一定の方法により算定したものの合算額をいいます。

基準財政収入額
　普通交付税の算定にあたって、各地方公共団体の歳入として標準的に収入されるものを一定の方式

で算定した額をいいます。

標準財政規模
　地方公共団体の財政規模を比較するのに用いる指標で、標準税率により算出された地方税等に普通

交付税額と臨時財政対策債発行可能額を加えた一般財源規模の理論値を示しています。

財政力指数
　地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値を過去3か年

平均で示しています。財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の保留財源が大きいことになり、財源

に余裕があるといえます。

義務的経費比率（％）
公債費比率（％）
債務負担行為を含む公債費比率
（％）
地方債現在額（千円）
債務負担行為額（千円）
経常収支比率（％）

区分
基準財政需要額（千円）
基準財政収入額（千円）
標準財政規模（千円）
財政力指数
実質収支比率（％）

実質収支比率（％）

区分
基準財政需要額（千円）
基準財政収入額（千円）
標準財政規模（千円）
財政力指数

義務的経費比率（％）

公債費比率（％）

債務負担行為を含む公債費比率
（％）

地方債現在額（千円）

債務負担行為額（千円）

経常収支比率（％）
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実質収支比率
　実質収支は、歳入決算額から歳出決算額を差し引き、さらに翌年度に繰り越して実施する事業の財源

を差し引いた、実質的な収入・支出の差額のことです。この実質収支が標準財政規模に対してどの程度

になるかを示した比率です。

義務的経費比率
　人件費、扶助費及び公債費が一般に義務的経費と呼ばれています。義務的経費は、歳出のうち支出が

義務づけられており、任意に削減できない硬直性の強い経費です。この義務的経費が、歳出総額のどの

程度を占めているかを示しているのが義務的経費比率です。

公債費比率
　公債費に充てられた一般財源が標準財政規模に占める割合を示しています。比率が低いほど財政構造

に弾力性があるといえます。

債務負担行為を含む公債費比率
　公債費比率は、過年度の債務負担行為に基づく当該年度の義務的な支出額が考慮されていないため、

公債費に準ずる債務負担行為に係る支出額を含めて算出した比率です。

経常収支比率
　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、毎年度経常的に支出される経費に充てら

れた一般財源が、毎年度経常的に収入される一般財源（地方税等）に減収補てん債特例分と臨時財政対

策債を加えた額に占める割合を示しています。この指標は経常的経費に経常一般財源収入がどの程度充

てられたのかを見るもので、比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいるといえます。

資料：財政課
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9-5 国民健康保険特別会計決算額

（単位：千円）

歳入
区分 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

総額
国民健康保険税
国庫支出金
療養給付費等交付金
前期高齢者交付金
県支出金
共同事業交付金
財産収入
繰入金
繰越金
諸収入

区分 27年度 28年度 29年度
総額
国民健康保険税
国庫支出金
療養給付費等交付金
前期高齢者交付金
県支出金
共同事業交付金
財産収入
繰入金
繰越金
諸収入

歳出
区分 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

総額
総務費
保険給付費
後期高齢者支援金等
前期高齢者納付金等
老人保健拠出金
介護納付金
共同事業拠出金
保健事業費
基金積立金
諸支出金

区分 27年度 28年度 29年度
総額
総務費
保険給付費
後期高齢者支援金等
前期高齢者納付金等
老人保健拠出金
介護納付金
共同事業拠出金
保健事業費
基金積立金
諸支出金

 資料：健康支援課
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9-6 税目別市税の収入決算額

決算額
（単位：千円）

年度 総計 個人分 法人分 固定資産税
軽自動車

税
市たばこ

税
入湯税

特別土地
保有税

都市計画
税

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

構成比

（単位：％）

年度 総計 個人分 法人分 固定資産税
軽自動車

税
市たばこ

税
入湯税

特別土地
保有税

都市計画
税

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度
平成29年度

1人当たりの額

（単位：円）

年度 総額 個人分 法人分 固定資産税
軽自動車

税
市たばこ

税
入湯税

特別土地
保有税

都市計画
税

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度
平成28年度
平成29年度

※市民1人当たりの額は、決算額を決算日である3月31日現在の住民基本台帳人口で除したもの

　資料：収税課
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9-7 個人市民税の課税額

納税義務
者数(人)

税額
(千円)

構成比
(％)

納税義務
者数(人)

税額
(千円)

構成比
(％)

合計
給与所得者
営業等所得者
農業所得者
その他の所者
分離課税所得者

納税義務
者数(人)

税額
(千円)

構成比
(％)

納税義務
者数(人)

税額
(千円)

構成比
(％)

合計
給与所得者
営業等所得者
農業所得者  5,282
その他の所者
分離課税所得者

納税義務
者数(人)

税額
(千円)

構成比
(％)

納税義務
者数(人)

税額
(千円)

構成比
(％)

合計
給与所得者
営業等所得者
農業所得者
その他の所者
分離課税所得者

納税義務
者数(人)

税額
(千円)

構成比
(％)

納税義務
者数(人)

税額
(千円)

構成比
(％)

合計
給与所得者
営業等所得者
農業所得者
その他の所者
分離課税所得者

納税義務
者数(人)

税額
(千円)

構成比
(％)

納税義務
者数(人)

税額
(千円)

構成比
(％)

合計
給与所得者
営業等所得者
農業所得者
その他の所者
分離課税所得者

納税義務
者数(人)

税額
(千円)

構成比
(％)

納税義務
者数(人)

税額
(千円)

構成比
(％)

合計
給与所得者
営業等所得者
農業所得者
その他の所者
分離課税所得者

資料：税務課　「市町村税課税状況等の調」

税目

平成20年度 平成21年度

平成24年度 平成25年度

平成22年度 平成23年度

税目

税目

税目

税目

平成30年度

平成27年度平成26年度

平成31年度

税目

平成28年度 平成29年度
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9-8 市税の負担状況

年度 市税決算額(千円)
一般会計歳入決算額に
占める市税の割合(％)

1世帯当たり(円) 住民1人当たり(円)

昭和57

平成元

※1世帯当たり及び住民1人当たりの金額は、各年度の3月31日現在の日高市（平成2年度以前は日高町）総世
帯数及び住民基本台帳人口（平成23年度以前は外国人登録人口を含んだ総人口）で市税決算額を除して算定
しています。

資料：財政課
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9-9 水道事業会計決算額

収益的収入 資本的収入 収益的支出 資本的支出

元

 資料：水道課

水道事業会計決算額（単位：円）

年度
歳入 歳出
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9-10 下水道事業会計決算額
（単位：円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

収益的収入 資本的収入 収益的支出 資本的支出

昭和58

平成元

資料：下水道課

下水道事業会計決算額（税込み）

年度
歳入 歳出
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9-11 介護保険特別会計決算額

歳入

（単位：千円）
区分 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度

保険料　特別徴収
保険料　普通徴収
国庫支出金　介護給付費
負担金
国庫支出金　調整交付金
国庫支出金　特別調整交
付金
国庫支出金　その他補助
金
支払基金交付金
県支出金
繰入金
繰越金
繰越明許費受入額
その他収入
合計

（単位：千円）
区分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

保険料
　特別徴収
　普通徴収
分担金及び負担金
国庫支出金
　介護給付費負担金
　調整交付金
　特別調整交付金
　地域支援事業交付金
（介護予防事業）
　地域支援事業交付金
（包括的支援事業・任意
事業）
　その他補助金
支払基金交付金
　介護給付費交付金
　地域支援事業支援交付
金
県支出金
　介護給付費負担金
　地域支援事業交付金
（介護予防事業）
　地域支援事業交付金
（包括的支援事業・任意
事業）
繰入金
繰越金
その他収入
合計
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（単位：千円）
区分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

保険料
　特別徴収  737,546

　普通徴収
分担金及び負担金 － －

国庫支出金
　介護給付費負担金
　調整交付金
　特別調整交付金
　地域支援事業交付金
（介護予防事業）

－ －

　地域支援事業交付金
（包括的支援事業・任意
事業）
　地域支援事業交付金
（介護予防・日常生活支
援総合事業）

－ － －

　地域支援事業交付金
（一般介護予防事業）

－ － － － －

　介護保険事業費補助金
支払基金交付金
　介護給付費交付金
　地域支援事業支援交付
金
県支出金
　介護給付費負担金
　財政安定化基金支出金
　地域支援事業交付金
（介護予防事業）

－ －

　地域支援事業交付金
（包括的支援事業・任意
事業）
　地域支援事業交付金
（介護予防・日常生活支
援総合事業）

－ － －

　地域支援事業交付金
（一般介護予防事業）

－ － － － －

繰入金
繰越金
その他収入
合計
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歳出

（単位：千円）
区分 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度

総務費
保険給付費
　介護諸費　居宅介護
保険給付費
　介護諸費　施設介護
保険給付費　支援諸費
保険給付費　高額
保険給付費
　審査支払手数料
財政安定化基金拠出金
介護給付費準備基金積立
金
介護保険円滑導入基金積
立金
諸支出金　償還金及び還
付加算金
諸支出金　繰出金
合計

（単位：千円）
区分 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

総務費
保険給付費
　介護諸費　居宅介護
　介護諸費　施設介護
　介護予防諸費
　高額
  高額医療合算 － － －

　特定入所者
　審査支払手数料
財政安定化基金拠出金
介護給付費準備基金積立
金
地域支援事業費
　介護予防事業費
　包括的支援事業・任意
事業費
諸支出金
　償還金及び還付加算金
　繰出金
合計
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（単位：千円）
区分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

総務費
保険給付費
　介護諸費　居宅介護
　介護諸費　施設介護
　介護予防諸費
　高額
  高額医療合算
　特定入所者
　審査支払手数料
財政安定化基金拠出金
介護給付費準備基金積立
地域支援事業費
　介護予防事業費 － －

　包括的支援事業・任意
事業費
　介護予防・生活支援
サービス事業費

－ － －

　一般介護予防事業費 － － －

　その他諸費 － － － －

諸支出金
　償還金及び還付加算金
　繰出金
合計

資料：長寿いきがい課
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9-12 後期高齢者医療特別会計決算額

(単位：千円)

歳入
区分 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

総額

後期高齢者医療保険料

繰入金

繰越金

諸収入

国庫支出金

区分 27年度 28年度 29年度

総額

後期高齢者医療保険料

繰入金

繰越金

諸収入

国庫支出金

歳出
区分 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

総額

総務費

後期高齢者医療広域連合
納付金

諸支出金

区分 27年度 28年度 29年度

総額

総務費

後期高齢者医療広域連合
納付金

諸支出金

資料：健康支援課

136

平成２9年版　統計ひだか



１０．所得・物価１０．所得・物価１０．所得・物価１０．所得・物価１０．所得・物価１０．所得・物価１０．所得・物価
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10-1 就業者1人当たり市内純生産

（単位：千円）　

年度 就業者1人当たり市内純生産 1人当たり市民所得 雇用者1人当たり雇用者報酬

平成13

 4,603

 2,718

※市町村民経済計算は、「埼玉県県民経済生産」及び各種統計の新しい改定数値を採用しているため、

　計算結果は公表済みの数値についても改定しています。
資料：市町村民経済計算報告
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10-2 市内総生産

（単位：百万円） 
区分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

市内総生産
第1次産業
　農業
　林業
　水産業
第2次産業
　鉱業
　製造業
　建設業
第3次産業
　電気・ガス・水道業
　卸売・小売業
　金融・保険業
　不動産業
　運輸業
　情報通信業
　サービス業
　政府サービス生産者
対家計民間非営利サービス生産者

輸入品に課される税・関税
(控除)総資本形成に係る消費税

第1次産業構成比（％）

第2次産業構成比（％）

第3次産業構成比（％）

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
市内総生産
第1次産業
　農業
　林業
　水産業
第2次産業
　鉱業
　製造業
　建設業
第3次産業
　電気・ガス・水道業・廃棄物処理業

　卸売・小売業
　運輸・郵便業
　宿泊・飲食サービス業
　情報通信業
　金融・保険業
　不動産業
　専門・科学技術、業務支援サービス業

　公務
　教育
　保健衛生・社会事業
　その他のサービス
輸入品に課される税・関税
(控除)総資本形成に係る消費税

第1次産業構成比（％）

第2次産業構成比（％）

第3次産業構成比（％）

資料：市町村民経済計算報告 
※総生産と、産業別内訳の総計が一致しないのは、控除項目（（控除）総資本形成に係る消費税等）が
　含まれているためです。
※市町村民経済計算は、「埼玉県県民経済生産」及び各種統計の新しい改定数値を採用しているため、
　計算結果は公表済みの数値についても改定しています。
※平成23年度（平成30年公表）より項目が変更されています。
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10-3 市民所得（分配）

（単位：百万円）
区分 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

市民所得(分配)(1+2+3) 149,392 145,716 147,085 148,752 143,531 139,528 140,273
雇用者報酬(1) 107,031 107,954 107,782 110,289 110,991 103,325 101,990
　賃金・俸給 94,999 95,872 95,369 97,551 97,175 90,108 88,971
　雇主の社会負担 12,032 12,082 12,413 12,739 13,816 13,217 13,018
　雇主の現実社会負担 9,152 9,455 9,689 9,905 10,339 9,756 10,051
　雇主の帰属社会負担 2,880 2,627 2,724 2,833 3,477 3,461 2,968
財産所得(2) 8,550 9,412 9,453 9,340 7,590 8,420 8,341
　受取 11,530 12,284 12,676 12,570 10,576 10,944 10,865
　支払 2,979 2,872 3,223 3,230 2,986 2,523 2,524
　一般政府 -918 -393 -332 -335 -621 -693 -878
　受取 1,685 2,006 2,278 2,187 1,723 1,417 1,358
　支払 2,603 2,399 2,610 2,522 2,344 2,110 2,236
　家計 9,403 9,731 9,693 9,582 8,132 9,035 9,153
　利子 1,847 2,603 3,564 4,209 3,686 3,731 4,453
　受取 2,209 3,061 4,156 4,895 4,304 4,129 4,732
　支払 362 458 592 685 618 398 279
　配当(受取) 1117 915 1211 825 780 1,666 917
　保険契約者に帰属する財産所得 2,793 3,051 3,143 2,903 2,400 2,357 2,334
　賃貸料(受取) 3,646 3,162 1,775 1,645 1,266 1,281 1,448
　対家計民間非営利団体 65 73 93 93 79 79 66
　受取 79 88 113 115 102 94 75
　支払 14 15 21 22 24 15 10
企業所得(配当受払後)(3) 33,811 28,349 29,851 29,123 24,949 27,783 29,943
　民間法人企業 17,740 12,909 12,167 11,407 7,631 9,597 10,528
　公的企業 1,218 1,107 878 850 600 709 793
　個人企業 14,853 14,334 16,805 16,866 16,719 17,476 18,622
　農林水産業 153 88 80 153 209 106 210
　その他の産業 5,367 4,900 5,211 4,856 4,218 4,042 4,567
　持ち家 9,333 9,345 11,515 11,857 12,291 13,327 13,845
(参考)民間法人企業所得(配当受払前) 18,989 14,266 13,832 12,079 8,024 9,739 10,412
雇用者報酬構成比（％） 71.6 74.1 73.3 74.1 77.3 74.1 72.7
財産所得構成比（％） 5.7 6.5 6.4 6.3 5.3 6 5.9
企業所得構成比（％） 22.6 19.5 20.3 19.6 17.4 19.9 21.3

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
市民所得(分配)(1+2+3) 140,663 140,578 146,176 144,010 147,308
雇用者報酬(1) 103,371 103,267 103,284 102,247 102,085
　賃金・俸給 90,184 89,843 89,568 88,351 87,814
　雇主の社会負担 13,187 13,424 13,716 13,897 14,271
　雇主の現実社会負担 12,661 13,199 13,439 13,590 14,003
　雇主の帰属社会負担 526 226 277 307 268
財産所得(2) 7,925 6,998 6,751 8,195 8,846
　受取 10,081 9,197 9,003 10,525 11,157
　支払 2,156 2,199 2,253 2,329 2,311
　一般政府 -762 -841 -623 -549 -397
　　受取 1,087 1,074 1,341 1,448 1,552
　　支払 1,849 1,915 1,963 1,996 1,950
　家計 8,612 7,765 7,289 8,648 9,146
　　利子 3,901 2,764 2,101 2,416 3,128
　　　受取 4,200 3,068 2,379 2,733 3,472
　　　支払 299 274 278 316 344
　　配当(受取) 795 949 967 1,629 1,468
　　その他の投資所得（受取） 2,995 3,236 3,375 3,231 3,067
　　賃貸料(受取) 922 786 846 1,373 1,483
　対家計民間非営利団体 74 75 85 95 97
　　受取 83 85 96 112 114
　　支払 8 10 11 17 18
企業所得(3) 29,367 30,313 36,141 33,568 36,377
　民間法人企業 9,244 9,793 14,888 13,004 14,977
　公的企業 458 522 501 465 591
　個人企業 19,665 19,998 20,752 20,099 20,809
　　農林水産業 518 575 559 455 560
　　その他の産業 5,153 5,187 5,938 5,924 6,093
　　持ち家 13,994 14,236 14,254 13,719 14,157
雇用者報酬構成比（％） 73.5 73.5 70.7 71 69.3
財産所得構成比（％） 5.6 5 4.6 5.7 6.0
企業所得構成比（％） 20.9 21.6 24.7 23.3 24.7

※市町村民経済計算は、「埼玉県県民経済生産」及び各種統計の新しい改定数値を採用しているため、

　計算結果は公表済みの数値についても改定しています。

資料：市町村民経済計算報告

※平成23年度（平成30年公表）より項目が変更されています。
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10-4 地価公示価格
平成30年1月1日現在の地価公示価格一覧表

調査地点

平方メー
トルあた
り価格
(円)

最寄駅からの距離
(メートル)

用途地域 現況

日高-1
日高市大字高萩字弥次郎
241番3（武蔵高萩駅北37-
12）

武蔵高萩駅から約 第一種中高
層住居専用

一般住宅が増えつ
つある区画整理中
の住宅地域

日高-2
日高市大字中鹿山字後耕
地95番10

高麗川駅から約850
第一種低層
住居専用

中規模一般住宅が
建ち並ぶ閑静な住
宅地域

日高-3
日高市大字原宿字稲荷363
番15

高麗川駅から約 第一種中高
層住居専用

中規模一般住宅が
多い既成住宅地域

日高-4
日高市武蔵台七丁目11番

高麗駅から約1500
第一種低層
住居専用

中規模住宅が建ち
並ぶ区画整然とし
た住宅地域

日高-5
日高市高萩東一丁目2176
番146外「高萩東1-26-
16」

武蔵高萩駅から約 第一種低層
住居専用

中小規模一般住宅
が建ち並ぶ住宅地
域

日高-6
日高市大字上鹿山字宮ノ
後182番10

高麗川駅から約800
第一種中高
層住居専用

小規模一般住宅が
多い既成の住宅地
域

日高-7
日高市大字南平沢字束皮
1499番2外

高麗川駅から約
調整

農家住宅、一般住
宅等が混在する住
宅地域

日高-8
日高市大字田木字三本柿
397番1

武蔵高萩駅から約
調整

農家住宅が見られ
る郊外の既成住宅
地域

日高5-1
日高市大字高萩字甲釘貫
607番16

武蔵高萩駅から約
近隣商業

小売店舗が建ち並
ぶ県道沿いの商業
地域

日高5-2 日高市高麗川一丁目1番31 高麗川駅から約140 商業
小売店舗、飲食店
等が建ち並ぶ駅前
の商業地域

日高9-1
日高市大字大谷沢字藤塚
15番3外

武蔵高萩駅から約
調整

国道沿いに物流倉
庫、事務所等が建
ち並ぶ地域

日高13- 日高市大字女影字西竹ノ
内1078番1

高麗川駅から約
調整

集落に近く雑木の
多い南東緩傾斜の
地域

資料：都市計画課
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10-5 地価調査
平成28年7月1日現在の地価調査一覧表

調査地点

平方メー
トルあた
り価格
(円)

最寄駅からの距
離 (メートル)

用途地域 現況

日高（県）―1
日高市四本木一丁
目7番6

高麗川駅から約 第一種住
居

中規模一般住宅、共同
住宅、事業所兼居宅等
が混在する住宅地域

日高（県）―2
日高市原宿字上ノ
台234番16外

高麗川駅から約
第一種低
層住居専
用

一般住宅のほかに農家
住宅が見られる住宅地
域

日高（県）―3
日高市高萩字谷ツ
1138番7

武蔵高萩駅から
約400

第一種低
層住居専
用

区画整理済の地域に隣
接して小規模の建売住
宅が見られる住宅地域

日高（県）―4
日高市武蔵台二丁
目568番61 「武蔵
台2-3-13」

高麗駅から約
第一種低
層住居専
用

一般住宅が建ち並ぶ丘
陵地の大規模分譲住宅
地域

日高（県）―5
日高市清流字小坂
184番4

高麗駅から約
調整

一般住宅と農家住宅が
散在する畑の多い住宅
地域

日高（県）5―1
日高市高麗川一丁
目6番11

高麗川駅から約 第一種住
居地域

県道沿いに中小規模の
店舗等が建ち並ぶ商業
地域

資料：都市計画課
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１１．社会保障１１．社会保障１１．社会保障１１．社会保障１１．社会保障１１．社会保障１１．社会保障
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11-1 生活保護状況

各年度末現在（「福祉行政報告例」の3月報告分の数値を基としています。）
（単位：人）※人員（％）は、「日高市の人員÷人口」の比率。

人員
（％）

元

資料：社会福祉課

医療
扶助

介護
扶助

生業
扶助

出産
扶助

葬祭
扶助

教育
扶助

年度 世帯数 人員
生活
扶助

住宅
扶助
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11-2 重度心身障がい者医療費支給状況

区分
受給者数

(人)
支給額
(千円)

1人当たり支給額
(円)

平成11

資料：健康支援課　　　　　
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11-3 子ども医療費支給状況

受給者数 支給額 1件当たり支給額
(人) (千円) (円)

平成11

乳幼児

小学生

乳幼児

小・中学生

乳幼児

小・中学生

乳幼児

小・中学生

乳幼児

小・中学生

乳幼児

小・中学生

乳幼児

小・中学生

乳幼児

小・中学生

乳幼児

小・中学生

※受給者数は、3月1日現在の数値です。
資料：子育て応援課

年度 支給件数
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11-4 ひとり親家庭等医療費支給状況

年度 受給者数(人) 支給件数
支給額(千

円)
1件当たり支給額

(円)

平成11

※受給者数は、3月1日現在の数値です。
資料：子育て応援課
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11-5 児童手当等受給者状況

児童手当(子ども手当)

年度 受給者数（人） 支給額(千円) 備考
平成3

(児童手当2、3月分)
(子ども手当4月分以降)
(子ども手当)
(子ども手当2、3月分)
(児童手当4月分以降)

 ※受給者数は、3月末日現在の数値です。

児童扶養手当

年度 受給者数（人） 支給額（円）
平成14

資料：子ども福祉課

児童扶養手当受給者状況

児童手当(子ども手当)受給者状況
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11-6 身体障がい者手帳所持者数
年度末現在

身体障がい者手帳所持者数（障がい種別）
（単位：人）

年度 視覚 聴覚・平衡 音声・言語 肢体不自由 内部 計

身体障がい者手帳所持者数（障がい等級別）
（単位：人）

年度 1級 2級 3級 4級 5級 6級 計

資料：社会福祉課
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11-7 療育手帳所持者数

（単位：人）　

最重度 重度 中度 軽度
（マルA※） （A） （B） （C）

平成5

※「マルA」の実際に表示される文字は「A」に丸囲みした文字です
資料：社会福祉課

年度 合計

153

平成２9年版　統計ひだか



11-8 精神障がい者保健福祉手帳所持者数

年度末現在（単位：人）

年度 1級 2級 3級 合計

平成13

資料：社会福祉課
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11-9 介護保険被保険者状況

被保険者の状況
 (1) 第１号被保険者のいる世帯
（単位：世帯）
年度 計
平成

 (2) 第１号被保険者数
（単位：人）

年度
65歳以
上75歳
未満

75歳以
上

（うち
外国人
被保険
者）

（うち
住所地
特例被
保険
者）

計

平成
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 (3) 所得段階別第１号被保険者
（単位：人）

年度
第１段階
（2/4）

第２段階
（3/4）

第３段階
（4/4）

第４段階
（5/4）

第５段階
（6/4） 計

平成

（単位：人）

年度
第１段階
（2/4）

第２段階
（2/4）

第３段階
（3/4）

第４段階
（4/4）

第５段階
（5/4）

第６段階
（6/4） 計

平成

（単位：人） 

年度
第１段階
（2/4）

第２段階
（2/4）

第３段階
（3/4）

第４段階
（4/4）

第５段階
（4.6/4

）

第６段階
（5/4）

第７段階
（6/4）

第８段階
（7/4） 計

平成

（単位：人）

平成

（単位：人）

第９段階

計

年度
第２段階 第３段階 第４段階 第５段階第１段階

第６段階
（5/4）

所得段階（負担割）

所得段階（負担割）

所得段階（負担割）

所得段階（負担割）

年度
第８段階
（6/4）

第９段階
（6/4）

第１段階
（2/4）

平成

所得段階（負担割）

計

第６段階 第７段階 第８段階 第10段階

第11段階 第12段階

第７段階
（6/4）

第２段階
（2/4）

第３段階
（3/4）

第４段階
（4/4）

第５段階
（5/4）
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（単位：人）

（単位：人）

受給者の状況
 (1) 要介護（要支援）認定者の状況
要介護（要支援）認定者の状況

各年度末現在（単位：人）

年度
被保険
者区分

要支援
要介護

１
要介護

２
要介護

３
要介護

４
要介護

５
計

第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号

要介護（要支援）認定者の状況

各年度末現在（単位：人）

年度
被保険
者区分

要支援
１

要支援
２

要介護
１

要介護
２

要介護
３

要介護
４

要介護
５

計

第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号

第８段階 第９段階 第10段階

平成 第11段階 第12段階
計

所得段階（負担割）

年度
第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 第６段階 第７段階

第１段階 第７段階第５段階 第６段階

所得段階（負担割）

年度

平成

平成

第２段階 第３段階 第８段階 第９段階 第10段階

平成 第11段階 第12段階
計

第４段階
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年度
被保険
者区分

要支援
１

要支援
２

要介護
１

要介護
２

要介護
３

要介護
４

要介護
５

計

第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号

 (2) 居宅サービス受給者数〔３月支払(１月サービス提供）分〕
（単位：人）

年度
被保険
者区分

要支援
要介護

１
要介護

２
要介護

３
要介護

４
要介護

５
計

第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号

（単位：人）

年度
被保険
者区分

要支援
１

要支援
２

要介護
１

要介護
２

要介護
３

要介護
４

要介護
５

計

第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号

平成

平成
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 (3) 施設サービス受給者数〔３月支払(１月サービス提供）分〕
（単位：人）

年度
被保険
者区分

介護老
人福祉
施設

介護老
人保健
施設

介護療
養型医
療施設

計

第１号  83
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号
第１号
第２号

資料：長寿いきがい課

平成
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11-10 国民健康保険加入状況

各年4月1日現在

加入率 総人口
被保険者

数
加入率

(％) (人) (人) (％)

※平成20年度から後期高齢者医療制度の創設に伴い国民健康保険から75歳以上の被保険者が移行しました。
  (平成20年の統計データは5月1日現在)

資料：健康支援課

年 総世帯数
加入世帯

数
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11-11 国民健康保険事業概要

（単位：件・千円）

件数 費用額 件数 費用額 件数 費用額 件数 費用額 件数 費用額

 
 33,398  79,500  972,942

件数 費用額 件数 給付額 件数 給付額 件数 給付額

資料：健康支援課

年
食事療養費

その他の保険給付
高額療養費

出産育児一時金 葬祭費

年
診療費

調剤
計 入院 入院外 歯科
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11-12 交通災害共済加入状況等

交通災害共済加入状況
（単位：人・円）

加入率
(％)

元

一般 中学生以下年度
年度末人

口
金額 計
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交通災害共済給付状況
（単位：人・円）

給付率
(％)

元

資料：交通政策課

年度 計 死亡 障害 金額
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11-13 保育所別職員数および園児数

平成30年4月1日現在（単位：延べ人数）
私立日高 私立日高
こどもえん どろんこ

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

平成29年4月1日現在（単位：延べ人数）
私立日高 私立日高
こどもえん どろんこ

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

平成28年4月1日現在（単位：延べ人数）
私立日高 私立日高
こどもえん どろんこ

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

平成27年4月1日現在（単位：延べ人数）
私立日高 私立日高
こどもえん どろんこ

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

平成26年4月1日現在（単位：延べ人数）
私立日高 私立日高
こどもえん どろんこ

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

平成25年4月1日現在（単位：延べ人数）
私立日高 私立日高
こどもえん どろんこ

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

平成24年4月1日現在（単位：延べ人数）
私立日高 私立日高
こどもえん どろんこ

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

私立あさひ 私立晃伸区分 公立高麗川 公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄

私立あさひ 私立晃伸区分 公立高麗川 公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄

私立あさひ 私立晃伸

区分 公立高麗川 公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄 私立あさひ 私立晃伸

区分 公立高麗川 公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄

私立あさひ 私立晃伸区分 公立高麗川 公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄

私立あさひ 私立晃伸区分 公立高麗川 公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄

私立あさひ 私立晃伸区分 公立高麗川 公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄
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平成23年4月1日現在（単位：延べ人数）
私立日高 私立日高
こどもえん どろんこ

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

平成22年4月1日現在（単位：延べ人数）
私立日高 私立日高
こどもえん どろんこ

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

平成21年4月1日現在（単位：延べ人数）
私立日高
こどもえん

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

平成20年4月1日現在（単位：延べ人数）
私立日高
こどもえん

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

平成19年4月1日現在（単位：延べ人数）
私立日高
こどもえん

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

平成18年4月1日現在（単位：延べ人数）
私立日高
こどもえん

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

平成17年4月1日現在（単位：延べ人数）

区分
公立高麗

川
公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄

私立あさ
ひ

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

区分 公立高麗川 公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄 私立あさひ 私立晃伸

私立あさひ 私立晃伸

区分 公立高麗川 公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄 私立あさひ 私立晃伸

区分 公立高麗川 公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄

私立晃伸

区分 公立高麗川 公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄 私立あさひ

区分 公立高麗川 公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄

私立あさひ

私立あさひ

区分 公立高麗川 公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄
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平成16年4月1日現在（単位：延べ人数）

区分
公立高麗

川
公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄

私立あさ
ひ

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

平成15年4月1日現在（単位：延べ人数）

区分
公立高麗

川
公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄

私立あさ
ひ

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

平成14年4月1日現在（単位：延べ人数）

区分
公立高麗

川
公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄

私立あさ
ひ

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

平成13年4月1日現在（単位：延べ人数）

区分
公立高麗

川
公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄

私立あさ
ひ

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

平成12年4月1日現在（単位：延べ人数）

区分
公立高麗

川
公立高麗 公立高根 私立高萩 私立開栄

私立あさ
ひ

職員数
非常勤職員数

児童数
定員

資料：子ども福祉課
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11-14 学童保育室入室者数

（単位：年間延べ人数）

高麗川
学童保
育室・

高麗川
すみれ
学童保
育室

1年

2年

3年

4年

5年

6年

計

1年

2年

3年

4年

5年

6年

計

1年

2年

3年

4年

5年

6年

計

1年

2年

3年

4年

5年

6年

計

資料：子育て応援課

平成
28年
度

平成
27年
度

高萩北
学童保
育室

平成
29年
度

高麗川
かえで
学童保
育室

高麗川
さくら学
童保育

室

日高ど
ろんこ
学童保
育室

計

平成
26年
度

区分 
高根学
童保育

室

武蔵台
学童保
育室

高萩学
童保育

室

高萩第
二学童
保育室

高麗学
童保育

室
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11-15 共同募金（赤い羽根）

（単位：円）

年
度

戸別募金
街頭募

金
学校募金

バッジ・テ
レホンカー
ド・職域募

金

合計 目標額
達成率
(％)

個人大口募
金

法人募金

職域募金・
バッジ・プリ
ペイドカード

資料：社会福祉協議会

個人・大口法人募
金
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11-16 総合福祉センター利用状況

（単位：人）

市内無
料

市内200
円

市外
600円

8 24,346 19,765 0 7,469 5,118 2,610 0 0 0 0 59,308

9 61,313 34,057 5,572 17,413 5,601 4,934 3,843 441 900 1,053 135,127

10 69,779 35,188 4,622 19,352 3,827 4,349 3,007 860 620 975 142,579

11 80,017 32,922 3,396 20,166 7,584 4,074 6,693 1,977 1,056 2,088 159,973

平成8年10月1日開館。

浴室・・・市内在住の60歳以上の高齢者及び障がい者は無料、60歳未満は200円、市外在住は600円

広域内 広域内 広域外

無料 200円 600円

12 93,402 28,578 1,746 17,697 9,646 4,627 7,764 2,082 1,087 2,537 169,166

13 95,142 21,142 1,033 24,582 8,764 3,582 8,251 2,538 1,538 3,469 170,041

14 97,308 16,321 766 18,109 8,161 3,606 9,016 2,946 1,658 3,008 160,899

15 102,236 12,480 581 16,439 8,830 3,655 9,862 3,281 1,990 4,135 163,489

平成12年4月1日から広域内（川越都市圏域内）在住者の公共施設相互利用を開始。

広域内とは、日高市、川越市、坂戸市、鶴ヶ島市、川島町、毛呂山町及び越生町をいう。

浴室・・・広域在住の60歳以上の高齢者及び障がい者は無料、60歳未満は200円、広域外在住は600円

広域内 広域内 広域外

100円 200円 600円

16 64,702 13,322 522 17,066 7,499 4,016 10,840 3,282 2,033 4,435 127,717

17 63,977 10,773 340 17,172 6,736 3,939 12,479 4,127 2,418 5,070 127,031

18 60,991 8,712 275 21,005 7,073 6,372 9,879 3,799 2,321 4,629 125,056

19 58,472 6,681 362 18,579 6,269 6,413 11,264 4,282 2,556 5,209 120,087

20 55,159 6,652 431 16,908 6,942 5,844 11,073 4,831 2,597 5,806 116,243

21 56,963 7,337 313 20,510 8,935 6,089 11,971 4,781 3,425 4,957 125,281

22 52,901 7,049 251 18,879 11,134 6,011 12,365 4,865 3,322 7,238 124,008

23 47,657 6,200 282 20,195 9,877 5,562 12,911 4,985 3,130 6,898 117,697

平成16年4月1日から浴室使用料変更。

浴室・・・広域在住の65歳以上の高齢者及び障がい者は100円、65歳未満は200円、広域外在住は600円

※平成23年度は東日本大震災の影響により、計画停電、節電対策などにより浴室休止や開館時間の短

　縮、露天風呂の休止などを実施しました。

平成12年4月1日から広域内（川越都市圏域内）在住者の公共施設相互利用を開始。

広域内とは、日高市、川越市、坂戸市、鶴ヶ島市、川島町、毛呂山町及び越生町をいう。

浴室・・・広域在住の60歳以上の高齢者及び障がい者は無料、60歳未満は200円、 広域外在住は600円

活動支
援室

ボラン
ティア室

余暇活
動室

合計
年
度

浴室
研修室 大広間

教養娯
楽室

生涯学
習室

年
度

浴室

研修室 大広間
教養娯
楽室

生涯学
習室

年
度

浴室

研修室 大広間
教養娯
楽室

生涯学
習室

活動支
援室

ボラン
ティア室

余暇活
動室

合計

活動支
援室

ボラン
ティア室

余暇活
動室

合計
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広域内 広域内 広域外

100円 200円 600円

平成24年度から調理実習室、会議室、その他（ロビー・グラウンド）を集計表に追加

平成16年4月1日から浴室使用料変更（広域在住の65歳以上の高齢者及び障がい者は100円、

 　65歳未満は200円、 広域外在住は600円） 

広域内 広域内 広域外

100円 200円 600円

・平成29年4月1日から室名変更
・ボランティア室→会議室Ａ／会議室→会議室Ｂ／活動支援室→会議室Ｃ

資料：福祉政策課

合計
会議
室Ａ

会議室
Ｂ

会議
室Ｃ

調理
実習
室

 余暇
活動
室

その
他

年
度

浴室

研修
室

大広
間

教養
娯楽
室

生涯
学習
室

年
度

浴室

研修
室

大広
間

教養
娯楽
室

生涯
学習
室

合計
活動
支援
室

ボラン
ティア

室

調理
実習
室

会議
室

 余暇
活動
室

その
他
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１２．保健衛生１２．保健衛生１２．保健衛生１２．保健衛生１２．保健衛生１２．保健衛生１２．保健衛生
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12-1 感染症発生状況

（単位：件）

年次 計 赤痢 猩紅熱 疑似赤痢 コレラ

昭和62

平成元

年次 計
一類感染

症
二類感染

症
三類感染

症

平成11
2(細菌性
赤痢)

(腸管出
血性大腸菌
感染症)

1(コレ

3(結核)
4(結核)
5(結核)  0

3(結核)

(細菌性赤
痢) (腸管
出血性大腸
菌感染症)

5(結核)
(腸管出血

性大腸菌感
染症)

6(結核)

4(結核)

(腸管出
血性大腸菌
感染
症) (腸チ

7(結核)
(腸管出血

性大腸菌感
染症)

10(結核)

5(結核)
(腸管出血

性大腸菌感
染症)

5(結核)
1(腸管出
血性大腸
菌感染症)

資料：狭山保健所　
※平成19年4月1日に「感染症の予防および感染症の患者に対する
  医療に関する法律」が一部改正された。　
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12-2 基本健康診査・結核検診受診者数

（単位：人）

年度 基本健康診査 結核検診

昭和61

平成元

 ※平成20年度から40歳以上の基本健康診査の実施主体が市町村から健康保険組合にかわり、

　 特定健康診査になった。

　 平成20年度以降の基本健康診査の対象者は18歳以上40歳未満の市民または生活保護受給世帯の人。

資料：保健相談センター
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12-3 がん検診受診者

（単位：人）　　

年度 肺がん 胃がん 子宮がん 乳がん 大腸がん

昭和61

平成元

資料：保健相談センター
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12-4 献血の状況

（単位：人）　　

年度
実施回

数
（回）

採血目標
（人)

採血数
（人）

達成率
（％）

昭和61

平成元

年度
実施回

数
（回）

400㎖採血目
標（人）

200ml採血
目標

（人）

400㎖採血数
（人）

200㎖採血数
（人）

成分献血採血
目標（人）

成分献血採
血数（人）

達成率
（％）

※400ml、200mlの採血目標については、平成14年度より両方合計での目標値となりました。
資料：保健相談センター

400・200㎖合計2,166

400・200㎖合計2,119

400・200㎖合計2,336

400・200㎖合計2,304

400・200㎖合計2,179

400・200㎖合計2,540

400・200㎖合計1,856

400・200㎖合計2,499

400・200㎖合計2,209

400・200㎖合計2,220

400・200㎖合計1,133

400・200㎖合計1,269

400・200㎖合計1,097

400・200㎖合計1,537

400・200㎖合計1,564

400・200㎖合計1,431
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12-5 主要原因別死亡者数

（単位：人）　　

年 総数
脳血
管疾
患

悪性
新生
物

その
他の
心疾
患

虚血
性心
疾患

肺炎
肝疾
患

高血
圧性
疾患

呼吸
器系
の疾
患

（肺
炎を
除

く）

糖尿
病

呼吸
器系
結核

不慮
の事
故

自殺
その
他・
不明

平
成3

 -  -

資料：埼玉県
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12-6 医療関係従事者数

各年12月31日現在（単位：人）

年 医師 歯科医師 薬剤師 保健師 助産師 看護師 准看護師
歯科衛生

士
歯科技工

士

昭和50

平成2

… … … … … … … … …

… … … … … … … … …

 37  141  21 3   1,006  113  24  12

… … … … … … … … …

… … … … … … … … …

… … … … … … … … …

資料：狭山保健所　埼玉県保健統計年報より（平成28年が最新）
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12-7 あん摩・マッサージ指圧師・はり師等

各年4月1日現在（単位：人）

年
あんま

マッサー
ジ指圧師

はり師 きゅう師
柔道整復

師

昭和50

平成元

資料：狭山保健所
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12-8 医療機関等施設数

各年12月31日現在

年 総数 病院
一般診療

所
歯科診療

所
助産所 施術所

歯科技
工所

病床総数
病床数

（病院）

病床数
（一般診
療所）

昭和62

平成元

 85

 88

 -  34

 4  19

資料：狭山保健所

病床数
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12-9 ごみ処理状況

処理人口：翌年度4月1日現在

年
度

処理人口
（人）

分別収集
可燃ごみ
（t）

分別収集
不燃ごみ
（t）

分別収集
ペットボ

トル
（t）

分別収集
ビン・カ

ン
（t）

分別集収
金属類
（t）

分別収集
粗大ごみ
（t）

分別収集
乾電池等
（t）

分別収集
古紙・古
布（t）

拠点回収
牛乳パッ
ク（t）

年間総搬
入量
（t）

元

注1：平成14年12月から可燃ごみと不燃ごみを併せて資源化処理を開始。区分は可燃ごみ。
注2：平成15年4月から粗大ごみと金属類を同時収集。
注釈3：平成27年10月から乾電池等に「スプレー缶・使い捨てライター」を追加して収集。

資料：環境課
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12-10 し尿処理状況

処理計画人口：翌年度4月1日現在

年度
処理計画

人口
汲み取り
人口(人)

汲み取り
総収集量

浄化槽人
口

下水道人
口

コミュニ
ティプラ
ント人口

(人)

農業集落
排水人口

元

注：コミュニティプラント＝地域小規模汚水処理施設のこと。
昭和63年度から平成4年度　こま川団地・東急こま川・武蔵台・横手台地区が該当
平成15年度から武蔵台・横手台地区が該当　

資料：環境課
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１３．教育・文化
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13-1 指定区分別文化財一覧表

指定文化財

指定
区分

種類 名称 員数 所在地
所有者

（管理者）
指定年

月

国 史跡 高麗石器時代住居跡 2基 日高市大字台 79-1 個人
昭和26
年12月

国 工芸品 銅鐘 1口
日高市大字新堀 990-
甲

聖天院
昭和37
年2月

国 典籍 大般若経
帖

日高市大字新堀 833 高麗神社
昭和38
年2月

国 建造物 高麗家住宅 1棟 日高市大字新堀 850 個人
昭和46
年6月

県 工芸品 聖天院応仁鰐口 1口
日高市大字新堀 990-
甲

聖天院
昭和29
年3月

県 旧跡 女影ヶ原古戦場 日高市大字女影 日高市
昭和36
年9月

県 古文書 町田家文書 14通 日高市大字新堀 671 個人
昭和37
年3月

県 建造物 高麗神社本殿 1棟 日高市大字新堀 833 高麗神社
平成4年

3月

市 考古資料 四本木の板石塔婆 1基 日高市大字原宿 103 日高市
昭和55
年11月

市 歴史資料 高麗氏系図 1巻 日高市大字新堀 850 個人
昭和55
年11月

市 書跡 徳川将軍寺領寄進状 12通
日高市大字新堀 990-
甲

聖天院
昭和55
年11月

市 書跡 徳川将軍社領寄進状 12通 日高市大字新堀833 個人
昭和55
年11月

市 史跡 高麗王若光墓 1基
日高市大字新堀 990-
甲

聖天院
昭和55
年11月

市 建造物 聖天院山門 1棟
日高市大字新堀 990-
甲

聖天院
昭和57
年12月

市 典籍 勝音寺大般若経
帖

日高市大字栗坪184 勝音寺
昭和57
年12月

市 史跡 台の高札場跡 1基 日高市大字台 121 個人
昭和57
年12月

市
無形民俗
文化財

高麗神社の獅子舞 日高市大字新堀 833 氏子会長
昭和57
年12月

市
無形民俗
文化財

野々宮神社の獅子舞 日高市大字野々宮 146 氏子総代
昭和57
年12月

市
無形民俗
文化財

横手神社の獅子舞 日高市大字横手 509 氏子会長
昭和57
年12月

市
無形民俗
文化財

諏訪神社の獅子舞 日高市大字栗坪 239 氏子総代
昭和57
年12月

市
有形民俗
文化財

霞野神社の獅子舞、諸
道具

1式 日高市大字女影 444 氏子総代
昭和57
年12月

市 彫刻 木造阿弥陀如来坐像 1躯
日高市大字新堀 990-
甲

聖天院
昭和62
年4月

市 彫刻
木造不動明王及び両脇
侍像

3躯
日高市大字新堀 990-
甲

聖天院
昭和62
年4月
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指定
区分

種類 名称 員数 所在地
所有者

（管理者）
指定年

月

市 彫刻
木造観音勢至菩薩両立
像

2躯
日高市大字新堀 990-
甲

聖天院
昭和62
年4月

市 工芸品 聖天院元禄四年銅鐘 1口
日高市大字新堀 990-
甲

聖天院
昭和62
年4月

市 彫刻
木造千手観音坐像及び
両脇侍立像

3躯 日高市大字栗坪 184 勝音寺
昭和62
年4月

市
無形民俗
文化財

八坂神社の祭ばやし
日高市大字上鹿山 氏子はやし

連中
昭和62
年4月

市 考古資料 大川戸家の宝篋印塔 1基 日高市大字横手 667 個人
昭和62
年4月

市 彫刻
満蔵寺木造不動明王及
び両脇侍像

3躯 日高市大字梅原 266 満蔵寺
平成2年

3月

市
有形民俗
文化財

野々宮神社奉納相撲場
付、関係資料

1基 日高市大字野々宮 146 個人
平成2年

3月

市 建造物 駒形神社の本殿 1棟 日高市大字高萩 750 氏子総代
平成2年

3月

市 建造物
霞野神社の本殿付、剣
道の懸額

1棟 日高市大字女影 444 氏子総代
平成2年

3月

市 建造物 三島神社の本殿 1棟
日高市大字下大谷沢

個人
平成2年

3月

市 史跡 三枝氏歴代の墓 8基
日高市大字女影 1375
の内

長松寺
平成2年

3月

市 史跡 大寺廃寺跡
日高市大字山根字下大
寺1316の内

個人
平成2年

3月

市 建造物 聖天院阿弥陀堂 1棟
日高市大字新堀 990-
甲

聖天院
平成2年

3月

市 考古資料 高岡廃寺出土遺物 日高市大字栗坪92-2 日高市
平成20
年3月

市 考古資料 大寺廃寺出土遺物 日高市大字栗坪92-2 日高市
平成20
年3月

市 考古資料
若宮遺跡（女影廃寺）
2、3次調査出土遺物

日高市大字栗坪92-2 日高市
平成20
年3月

その他主要な文化財
　国認定重要美術品　鍍銀鳩榊彫文長覆輪太刀 1口
　県選定重要遺跡　高岡窯跡群（生産遺跡）　大寺廃寺（寺院跡）、鎌倉街道等
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国登録有形文化財

種類 名称 員数 所在地
所有者

（管理者）
登録年月

建造物 旧新井家住宅主屋 1棟 日高市大字高麗本郷245 日高市 平成26年4月

建造物 旧新井家住宅客殿 1棟 日高市大字高麗本郷245 日高市 平成26年4月

建造物 旧新井家住宅納屋 1棟 日高市大字高麗本郷245 日高市 平成26年4月

建造物 旧新井家住宅北土蔵 1棟 日高市大字高麗本郷245 日高市 平成26年4月

建造物 旧新井家住宅南土蔵 1棟 日高市大字高麗本郷245 日高市 平成26年4月

建造物 旧新井家住宅石垣 1基 日高市大字高麗本郷245他 日高市 平成26年4月

資料：生涯学習課
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13-2 幼稚園数・学級数・園児数

各年5月1日現在（単位：人）

年
幼稚
園数

学級
数

園児
総数
計

園児
総数
男

園児
総数
女

3歳
児計

3歳
児男

3歳
児女

4歳
児計

4歳
児男

4歳
児女

5歳
児計

5歳
児男

5歳
児女

教員
数

平成

資料：学校基本調査報告
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13-3 小学校別児童数・学級数・教員数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

教員
数

教員
数

1年 2年 3年 4年 5年 6年 男 女
高麗小

高麗川小
高萩小
高根小

高萩北小
武蔵台小

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

教員
数

教員
数

1年 2年 3年 4年 5年 6年 男 女
高麗小

高麗川小
高萩小
高根小

高萩北小
武蔵台小

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

教員
数

教員
数

1年 2年 3年 4年 5年 6年 男 女
高麗小

高麗川小
高萩小
高根小

高萩北小
武蔵台小

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

教員
数

教員
数

1年 2年 3年 4年 5年 6年 男 女
高麗小

高麗川小
高萩小
高根小

高萩北小
武蔵台小

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

教員
数

教員
数

1年 2年 3年 4年 5年 6年 男 女
高麗小

高麗川小
高萩小
高根小

高萩北小
武蔵台小

平成21年5月1日現在（単位：人）

学校名
児童
総数

学級
数

教員
総数

学校名

学校名
児童
総数

学級
数

教員
総数

平成22年5月1日現在（単位：人）

平成23年5月1日現在（単位：人）

学級
数

教員
総数

平成24年5月1日現在（単位：人）

学校名
児童
総数

学級
数

教員
総数

児童
総数

平成25年5月1日現在（単位：人）

学校名
児童
総数

学級
数

教員
総数
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児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

教員
数

教員
数

1年 2年 3年 4年 5年 6年 男 女
高麗小

高麗川小
高萩小
高根小

高萩北小
武蔵台小

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

教員
数

教員
数

1年 2年 3年 4年 5年 6年 男 女
高麗小

高麗川小
高萩小
高根小

高萩北小
武蔵台小

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

教員
数

教員
数

1年 2年 3年 4年 5年 6年 男 女
高麗小

高麗川小
高萩小
高根小

高萩北小
武蔵台小

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

教員
数

教員
数

1年 2年 3年 4年 5年 6年 男 女
高麗小

高麗川小
高萩小
高根小

高萩北小
武蔵台小

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

児童
数

教員
数

教員
数

1年 2年 3年 4年 5年 6年 男 女
高麗小

高麗川小
高萩小
高根小

高萩北小
武蔵台小

資料：学校教育課

学校名
児童
総数

学級
数

教員
総数

平成26年5月1日現在（単位：人）

平成28年5月1日現在（単位：人）

学校名
児童
総数

学級
数

教員
総数

学校名
児童
総数

学級
数

教員
総数

平成27年5月1日現在（単位：人）

平成30年5月1日現在（単位：人）

学校名
児童
総数

学級
数

教員
総数

平成29年5月1日現在（単位：人）

学校名
児童
総数

学級
数

教員
総数
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13-4 小学校数・学級数・児童数

各年5月1日現在（単位：人）

児童数 児童数 児童数 教員数 教員数 教員数

計 男 女 計 男 女

元

資料：学校教育課

年 学校数 学級数
教員1人
当たりの
児童数
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13-5 中学校別生徒数・学級数・教員数

生徒数 生徒数 生徒数 教員数 教員数 教員数
1年 2年 3年 総数 男 女

高麗中
高麗川中
高萩中
高根中

高萩北中
武蔵台中

生徒数 生徒数 生徒数 教員数 教員数 教員数
1年 2年 3年 総数 男 女

高麗中
高麗川中
高萩中
高根中

高萩北中
武蔵台中

生徒数 生徒数 生徒数 教員数 教員数 教員数
1年 2年 3年 総数 男 女

高麗中
高麗川中
高萩中
高根中

高萩北中
武蔵台中

生徒数 生徒数 生徒数 教員数 教員数 教員数
1年 2年 3年 総数 男 女

高麗中
高麗川中
高萩中
高根中

高萩北中
武蔵台中

生徒数 生徒数 生徒数 教員数 教員数 教員数
1年 2年 3年 総数 男 女

高麗中  32
高麗川中
高萩中
高根中

高萩北中
武蔵台中

学級数

平成20年5月1日現在（単位：人）

学校名 総数 学級数

平成21年5月1日現在（単位：人）

学校名

平成22年5月1日現在（単位：人）

学校名 総数 学級数

平成24年5月1日現在（単位：人）

学校名

学級数総数

学校名 総数 学級数

平成23年5月1日現在（単位：人）

総数
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生徒数 生徒数 生徒数 教員数 教員数 教員数
1年 2年 3年 総数 男 女

高麗中  99
高麗川中
高萩中
高根中

高萩北中
武蔵台中

生徒数 生徒数 生徒数 教員数 教員数 教員数
1年 2年 3年 総数 男 女

高麗中  96
高麗川中
高萩中
高根中

高萩北中
武蔵台中

生徒数 生徒数 生徒数 教員数 教員数
1年 2年 3年 男 女

高麗中  95
高麗川中
高萩中
高根中

高萩北中
武蔵台中

生徒数 生徒数 生徒数 教員数 教員数
1年 2年 3年 男 女

高麗中
高麗川中
高萩中
高根中

高萩北中
武蔵台中

生徒数 生徒数 生徒数 教員数 教員数
1年 2年 3年 男 女

高麗中
高麗川中
高萩中
高根中

高萩北中
武蔵台中

生徒数 生徒数 生徒数 教員数 教員数
1年 2年 3年 男 女

高麗中
高麗川中
高萩中
高根中

高萩北中
武蔵台中

資料：学校教育課

生徒総数 学級数 教員総数

平成26年5月1日現在（単位：人）

学校名

教員総数

平成30年5月1日現在（単位：人）

学校名 生徒総数 学級数 教員総数

平成29年5月1日現在（単位：人）

学校名

平成28年5月1日現在（単位：人）

平成27年5月1日現在（単位：人）

学校名 生徒総数 学級数

学校名 生徒総数 学級数 教員総数

総数 学級数

平成25年5月1日現在（単位：人）

学校名 総数 学級数
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13-6 中学校数・学級数・生徒数

生徒数 生徒数 教員数 教員数 教員数
教員1人
当たりの

男 女 計 男 女 生徒数

元

 資料：学校教育課

各年5月1日現在（単位：人）

年 学校数 学級数 生徒数計
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13-7 中学校卒業者の進路別状況

（単位：人）

卒業
者数

卒業
者数

卒業
者数

進学
者

進学
者

就職
者

就職
者

就職
進学
者

就職
進学
者

無職・
その他

無職・
その他

計 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

元

‐ ‐

‐ ‐
資料：学校教育課

年度
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13-8 小学生及び中学生の体位

小学 小学 小学 小学 小学 小学 中学 中学 中学
1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 1年生 2年生 3年生

男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国

小学 小学 小学 小学 小学 小学 中学 中学 中学
1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 1年生 2年生 3年生

男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国

小学 小学 小学 小学 小学 小学 中学 中学 中学
1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 1年生 2年生 3年生

男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国

小学 小学 小学 小学 小学 小学 中学 中学 中学
1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 1年生 2年生 3年生

男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国

座高

平成22年現在

区分

平成23年現在

区分

身長

体重

平成20年現在

区分

平成21年現在

区分

身長

体重

座高

身長

体重

座高

身長

体重

座高
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小学 小学 小学 小学 小学 小学 中学 中学 中学
1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 1年生 2年生 3年生

男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国

小学 小学 小学 小学 小学 小学 中学 中学 中学
1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 1年生 2年生 3年生

男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国

小学 小学 小学 小学 小学 小学 中学 中学 中学
1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 1年生 2年生 3年生

男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国

小学 小学 小学 小学 小学 小学 中学 中学 中学
1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 1年生 2年生 3年生

男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高  64.8
男 全国
女 日高  67.1
女 全国 82.1 

区分

平成27年現在

平成26年現在

区分

 平成25年現在

身長

体重

座高

区分

身長

体重

座高

平成24年現在

区分

身長

体重

座高

身長

体重

座高
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小学 小学 小学 小学 小学 小学 中学 中学 中学
1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 1年生 2年生 3年生

男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国

※平成28年より座高が検査項目から除かれました

小学 小学 小学 小学 小学 小学 中学 中学 中学
1年生 2年生 3年生 4年生 5年生 6年生 1年生 2年生 3年生

男 日高
男 全国
女 日高
女 全国
男 日高
男 全国
女 日高
女 全国

資料：学校教育課

体重

身長

体重

身長

平成28年現在

区分

平成29年現在

区分
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13-9 小学校および中学校の理由別長期欠席者数

小学校
（単位：人）

経済的 学校
理由 ぎらい

元

経済的
理由

‐

‐

年度 総数 病気 その他

年度 総数 病気 不登校 その他
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中学校
（単位：人）

経済的 学校

理由 ぎらい

元

年度 総数 病気
経済的
理由

不登校 その他

‐

‐

不登校とは、何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・背景により、　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　
児童生徒が登校しないあるいはしたくともできない状況にあること。

資料：学校教育課

年度 総数 病気 その他
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13-10 高校の生徒数・教員数（県立日高高校）

各年5月1日現在（単位：人）

年 生徒数計 生徒数男 生徒数女 教員数計 教員数男 教員数女
教員1人
当たりの
生徒数

平成4

資料：学校基本調査報告

201

平成２9年版　統計ひだか



13-11 高校卒業者の進路状況（県立日高高校）

各年5月1日現在（単位：人）

年度
卒業者数

計
卒業者数

男
卒業者数

女
進学者男 進学者女 就職者男 就職者女

無職・そ
の他男

無職・そ
の他女

平成4

資料：学校基本調査報告
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13-12 職名別小学校・中学校教員数

小学校 小学校 小学校 中学校 中学校 中学校
計 男 女 計 男 女

総数
校長
教頭
主幹教諭
教諭 120 
助教諭
養護教諭
養護助教諭
栄養教諭
講師

小学校 小学校 小学校 中学校 中学校 中学校
計 男 女 計 男 女

総数  152
校長
教頭
主幹教諭
教諭
助教諭
養護教諭
養護助教諭
栄養教諭
講師

小学校 小学校 小学校 中学校 中学校 中学校
計 男 女 計 男 女

総数  162
校長
教頭
主幹教諭
教諭
助教諭
養護教諭
養護助教諭
栄養教諭
講師

小学校 小学校 小学校 中学校 中学校 中学校
計 男 女 計 男 女

総数  165
校長
教頭
主幹教諭
教諭
助教諭
養護教諭
養護助教諭
栄養教諭
講師

  

平成21年5月1日現在（単位：人）

職名

平成22年5月1日現在（単位：人）

職名

平成23年5月1日現在（単位：人）

職名

平成24年5月1日現在（単位：人）

職名
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小学校 小学校 小学校 中学校 中学校 中学校
計 男 女 計 男 女

総数
校長
教頭
主幹教諭
教諭
助教諭
養護教諭
養護助教諭
栄養教諭
講師

小学校 小学校 小学校 中学校 中学校 中学校
計 男 女 計 男 女

総数
校長
教頭
主幹教諭
教諭
助教諭
養護教諭
養護助教諭
栄養教諭
講師

小学校 小学校 小学校 中学校 中学校 中学校
計 男 女 計 男 女

総数
校長
教頭

主幹教諭
教諭
助教諭

養護教諭
養護助教諭
栄養教諭

講師

小学校 小学校 小学校 中学校 中学校 中学校

計 男 女 計 男 女
総数
校長
教頭

主幹教諭
教諭
助教諭

養護教諭
養護助教諭
栄養教諭

講師

平成28年5月1日現在（単位：人）

職名

平成26年5月1日現在（単位：人）

職名

平成27年5月1日現在（単位：人）

職名

平成25年5月1日現在（単位：人）

職名
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小学校 小学校 小学校 中学校 中学校 中学校

計 男 女 計 男 女
総数
校長
教頭

主幹教諭
教諭
助教諭

養護教諭
養護助教諭
栄養教諭

講師

小学校 小学校 小学校 中学校 中学校 中学校

計 男 女 計 男 女
総数
校長
教頭

主幹教諭
教諭
助教諭

養護教諭
養護助教諭
栄養教諭

講師

資料：学校教育課

平成30年5月1日現在（単位：人）

職名

平成29年5月1日現在（単位：人）

職名
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13-13 放課後子ども教室利用状況

放課後子ども教室 放課後子ども教室 放課後子ども教室
開設校数（校） 教室開設日数（日） 参加者数（人）

平成22

資料：生涯学習課

年度
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13-14 体育施設利用状況

上段：利用回数　下段：利用人数

年度
運動場夜
間照明
高麗小

運動場夜
間照明

高麗川中

運動場夜
間照明

高萩北小

市立体育
館

弓道場
テニス
コート

市民プー
ル

学校体育
館

文化体育
館

 594

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

元
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年度
運動場夜
間照明
高麗小

運動場夜
間照明

高麗川中

運動場夜
間照明

高萩北小

市立体育
館

弓道場
テニス
コート

市民プー
ル

学校体育
館

文化体育
館

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

 39  廃止  廃止

 428  廃止 廃止

廃止 廃止

 60 廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止 2,087 

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

廃止 廃止

資料：生涯学習課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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13-15 公民館の利用状況

（単位：回・人）

公民館 公民館 社会教育 社会教育 その他 その他

回数 人数 団体回数 団体人数 回数 人数
総回数 総人数

高麗

高麗川

高萩

区分 年度
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資料：公民館

武蔵台

高萩北

高麗川南
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13-16 図書館利用状況

登録者数
（日高市民）

登録率 貸出者数

（人） （％） （人）

元

資料：図書館

年度 開館日数 貸出総数
貸出図書

数
貸出視聴
覚資料
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13-17 都市公園数および面積

各年4月1日現在

年度 箇所数 面積(㎡)

平成4

資料：都市計画課
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１４．警察・災害及び事故

213

平成２9年版　統計ひだか



214

平成２9年版　統計ひだか



14-1 交通事故発生状況

（単位：人）

年
死者
数

負傷
者数

死者
数

負傷
者数

死者
数

負傷
者数

死者
数

負傷
者数

死者
数

 負傷
者数

 死者
数

 負傷
者数

平成11

 23

- 

死者数、負傷者数は全当事者を計上
高速隊扱いの事故は除く

資料：埼玉県警察本部

計歩行者 自転車 二輪車 四輪車 その他
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14-2 法令違反別交通事故発生件数

（単位：人・件）

年次 総数
信号
無視

通行
区分

後退
横断・
回転

車間距
離不保

持

追越・
追抜き

踏切 左折 右折

事故件数  3

死亡者数  3

事故件数  287

負傷者数  380

事故件数  2

死亡者数  2

事故件数  265  7  3  2  1

負傷者数  323  11  5  2  1

事故件数

死亡者数

事故件数  2  2  1

負傷者数  2  6  1

事故件数

死亡者数

事故件数

負傷者数

事故件数  2 - 

死亡者数  2 - 

事故件数  217  4

負傷者数  274  5  1

事故件数

死亡者数

事故件数

負傷者数

事故件数

死亡者数

事故件数

負傷者数

事故件数

死亡者数

事故件数

負傷者数

事故件数

死亡者数

事故件数

負傷者数

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

区分

死亡

負傷

死亡

負傷
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年次
優先
通行

横断
歩道
妨害

その他
の歩行
者進行
妨害

自転車
横断帯
妨害

交差点
の徐行

その
他の
徐行

一時停
止

酒酔
い

過労
運転

最高
速度

事故件数

死亡者数

事故件数  10

負傷者数  14

事故件数

死亡者数

事故件数  3  7

負傷者数  6  7

事故件数

死亡者数

事故件数  1  5  2  1  12  1

負傷者数  2  5  2  1  15  4

事故件数

死亡者数

事故件数

負傷者数

事故件数  1

死亡者数  1

事故件数  3  7

負傷者数  3  8  1

事故件数

死亡者数

事故件数

負傷者数

事故件数

死亡者数

事故件数

負傷者数

事故件数

死亡者数

事故件数

負傷者数

事故件数

死亡者数

事故件数

負傷者数

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

区分

死亡

負傷
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年次
交差点
安全進

行

ハンド
ル・ブ
レーキ

前方
不注意

動静
不注意

安全
不確認

安全
速度

その他の
安全義務

違反

その
他の
違反

歩行
者が
第1当
事者
と

なっ
た場
合

事故件数

死亡者数

事故件数  4

負傷者数  4

事故件数

死亡者数

事故件数  7  21

負傷者数  7  32

事故件数

死亡者数

事故件数 6   70  20  92  1  7  1

負傷者数  94  24  98  1  8  1

事故件数

死亡者数

事故件数

負傷者数

事故件数  1

死亡者数  1

事故件数

負傷者数

事故件数

死亡者数

事故件数

負傷者数

事故件数

死亡者数

事故件数

負傷者数

事故件数

死亡者数

事故件数

負傷者数

事故件数

死亡者数

事故件数

負傷者数

件数は第1当事者を計上
死者数、負傷者数は全当事者を計上
高速隊扱いの事故は除く

資料：埼玉県警察本部

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

死亡

負傷

区分

死亡

負傷
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14-3 刑法犯罪種別認知件数

(単位：件)

年次

凶悪犯・計

凶悪犯・殺人

凶悪犯・強盗

凶悪犯・放火  2

粗暴犯・計

粗暴犯・暴行

粗暴犯・傷害

粗暴犯・脅迫

粗暴犯・恐喝

窃盗犯・計

窃盗犯・侵入窃盗

窃盗犯・非侵入窃盗

窃盗犯・乗り物盗

知能犯・計

知能犯・詐欺

知能犯・横領

知能犯・偽造

知能犯・汚職

風俗犯・計

風俗犯・わいせつ
事犯

その他の刑法犯・
計

その他の刑法犯・
占有離脱物横領

その他の刑法犯・
公務執行妨害

その他の刑法犯・
住居侵入

その他の刑法犯・
盗品運搬

その他の刑法犯・
器物損壊等

総数

注1：わいせつ事犯とは、強制わいせつ、公然わいせつ、わいせつ物領布等をいう。
注2：各罪種の「計」以外は、内数を表示。
注3：認知とは基本的に、被害の届出若しくは、告訴・告発を警察が受理し、発生を確認することをいう。

資料：埼玉県警察本部
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14-4 消防力の状況

各年4月1日現在　

日高（分）署

年
定員

（人）
実員

（人）
化学車
（台）

はしご
車

（台）

小型ポ
ンプ積
載車

（台）

タンク
車

（台）

ポンプ
車

（台）

救急車
（台）

指令車等
（台）

平成4

…

1(連絡車)

※  25  1 1(連絡車)

※ 1(連絡車)

※ 1(連絡車)

※ 1(連絡車)

※ 1(連絡車)

※平成25年度から埼玉西部広域消防本部が、所沢市消防本部、狭山市消防本部、入間市消防本部と合併した
  ことに伴い、条例上の定員は分署ごとに定められていないため非表示となります。
資料：埼玉西部消防組合
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高萩分署

年
定員

（人）
実員

（人）
化学車
（台）

はしご
車

（台）

小型ポン
プ積載車

（台）

タンク
車

（台）

ポンプ
車

（台）

救急車
（台）

指令車等
（台）

平成14

 1(連絡車)
※  22  1(連絡車)
※ 1(連絡車)
※ 1(連絡車)
※ 1(連絡車)
※ 1(連絡車)

※平成25年度から埼玉西部広域消防本部が、所沢市消防本部、狭山市消防本部、入間市消防本部と合併した
  ことに伴い、条例上の定員は分署ごとに定められていないため非表示となります。
資料：埼玉西部消防組合

消防団

年 分団数
団員数
（人）

ポンプ
車

（台）

赤バイ
（台）

タンク
車

（台）

本部車
（台）

平成4

 19

資料：危機管理課
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14-5 消防水利施設

各年4月1日現在（単位：基）

年 消火栓
防火水槽(40立法メー

トル未満)

防火水槽
(40から
100立法
メートル
未満)

防火水槽
(100立法
メートル
以上)

その他
（プール

等）

平成4

192(6tから10t含めず)

187(6tから10t含めず)

187(6tから10t含めず)

186(6tから10t含めず)

190(6tから10t含めず)

190(6tから10t含めず)

資料：埼玉西部消防組合
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14-6 火災発生状況

年次
出火
件数
計

建物
火災

林野
火災

車輌
火災

その
他火
災

損害面
積・建
物(平方
メート
ル)

損害
面

積・
林野
（a）

り災
世帯

死者 傷者 損害額(千円)

平成

 2  4

資料：埼玉西部消防組合
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14-7 原因別火災発生状況

年次 たきび たばこ 火遊び
放火(疑
いも含
む)

ガスコ
ンロ

電気器
具

風呂釜
石油ス
トーブ

溶接断
機の火

花
不明 その他 合計

平成4

資料：埼玉西部消防組合
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14-8 救急車出動件数および搬送人員

（単位：件・人）

年次 出動件数 搬送人員

平成4

資料：埼玉西部消防組合
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14-9 公害苦情受理件数

平成10年より年度集計（単位：件）

年次 総数 大気汚染 水質汚濁 土壌汚染 騒音 振動 地盤沈下 悪臭

元

資料：環境課

226

平成２9年版　統計ひだか



１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光１５．観光
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15-1　観光入込客数

（単位：人）

年 観光地点 イベント 計

平成23

資料：産業振興課
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１６．公務・その他１６．公務・その他１６．公務・その他１６．公務・その他１６．公務・その他１６．公務・その他１６．公務・その他
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16-1 日高市の職員数

各年4月1日現在（単位：人）

年 総数
一般行
政職

教育
職

税務
職

看護・保
健職

薬剤師・
医療技術

職

福祉
職

企業
職

技能労務
職員

消防
職

1人当た
りの住民

数

 -

元

資料：総務課
※平成8年度より、埼玉西部広域事務組合消防本部及び消防署が設置されたことに伴い、消防職は
  廃止されました。
※平成12年度より、一般行政職から福祉職を分離して表示しています。
※1人当りの住民数は、住民基本台帳人口（各年4月1日現在）を職員数総数で除して算出しています
（小数点以下四捨五入）。
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16-2 議員定数および党派別議員数

平成30年4月1日現在（単位：人）

定数 現数 無所属議員数 公明党議員数 日本共産党議員数

資料：議会事務局
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16-3 歴代首長、助役（副市長）、収入役、教育長

歴代首長

氏名 就任年月日 退任年月日
岡村良太郎 昭和30.3.13 昭和34.3.12
岡村良太郎 昭和34.3.13 昭和38.3.12
岡村良太郎 昭和38.3.13 昭和42.3.12
岡村良太郎 昭和42.3.13 昭和46.3.12
大澤　正雄 昭和46.3.13 昭和50.3.12
大澤　正雄 昭和50.3.13 昭和54.3.12
駒野　昇 昭和54.3.13 昭和58.3.12
駒野　昇 昭和58.4.24 昭和62.4.23
駒野　昇 昭和62.4.26 平成3.4.25
駒野　昇 平成3.4.26 平成7.4.25
駒野　昇 平成7.4.26 平成11.4.25
関　眞 平成11.4.26 平成15.4.25
関　眞 平成15.4.27 平成17.11.29
大沢　幸夫 平成18.1.15 平成22.1.14
大沢　幸夫 平成22.1.15 平成24.3.31
谷ケ﨑照雄 平成24.5.20 平成28.5.19
谷ケ﨑照雄 平成28.5.20 在任中

・駒野昇氏の2期目、3期目、及び関眞氏の2期目は、統一地方選挙が就任年月日に影響して
　います。

歴代副市長（助役）

氏名 就任年月日 退任年月日
国分　一雄 昭和30.4.19 昭和34.4.18
吉野　正雄 昭和33.7.1 昭和37.6.30
国分　一雄 昭和34.4.19 昭和38.4.18
吉野　正雄 昭和37.7.1 昭和41.6.30
国分　一雄 昭和38.4.19 昭和42.4.18
吉野　正雄 昭和41.7.1 昭和45.6.30
国分　一雄 昭和42.4.19 昭和43.7.11
吉野　正雄 昭和45.7.1 昭和49.6.30
加藤　貞治 昭和51.4.1 昭和54.3.31
大川戸　清 昭和54.5.1 昭和58.4.30
大川戸　清 昭和58.5.9 昭和62.5.8
鯉沼　和夫 昭和62.6.18 平成3.6.17
橋本　昭一 平成3.7.12 平成7.7.11
水村　計介 平成7.8.11 平成11.6.23
金子　忠夫 平成11.7.1 平成15.6.30
鈴木　宏行 平成15.7.1 平成18.1.31
北田　弘明 平成18.4.1 平成20.3.31
高柳　三郎 平成20.4.1 平成22.3.31
勝村　直久 平成22.4.1 平成24.3.31
谷ケ﨑照雄 平成24.4.1 平成24.5.9
桑原　栄 平成24.7.1 平成28.6.30
金子　昭 平成28.7.1 在任中

・昭和33年7月から昭和43年7月までの間は、助役2人制になっていました。
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歴代収入役

氏名 就任年月日 退任年月日
新井　三郎 昭和30.4.19 昭和34.4.18
新井　三郎 昭和34.4.19 昭和38.4.18
大野　俊介 昭和38.4.19 昭和42.4.18
大野　俊介 昭和42.4.19 昭和46.4.18
高麗　博茂 昭和47.3.15 昭和51.3.14
高麗　博茂 昭和51.3.15 昭和54.3.22
加藤　広吉 昭和54.5.1 昭和58.4.30
加藤　広吉 昭和58.5.9 昭和62.5.8
橋本　昭一 昭和62.6.24 平成3.6.23
岡村　粲 平成3.7.12 平成7.2.16
中川　博 平成7.8.11 平成11.6.23
鈴木　宏行 平成11.7.1 平成15.6.30
大野　誠作 平成15.7.1 平成19.6.30

地方自治法の改正により、収入役制度は廃止されました。

歴代教育長

氏名 就任年月日 退任年月日
国分　一雄 昭和30.2.11 昭和31.9.30
新井　次郎 昭和31.10.1 昭和35.9.30
新井　次郎 昭和35.10.1 昭和39.9.30
新井　次郎 昭和39.10.1 昭和43.9.30
加藤　貞治 昭和43.10.1 昭和47.9.30
加藤　貞治 昭和47.10.1 昭和51.3.31
中島　照光 昭和51.4.12 昭和55.3.31
中島　照光 昭和55.4.1 昭和56.5.2
飯野　五郎 昭和56.5.27 昭和59.3.31
飯野　五郎 昭和59.4.1 昭和63.3.31
飯野　五郎 昭和63.4.1 平成4.3.31
犬竹　郷美 平成4.4.2 平成8.4.1
犬竹　郷美 平成8.4.2 平成12.4.1
大沢　幸夫 平成12.4.2 平成16.4.1
大沢　幸夫 平成16.4.2 平成17.12.15
早川　康弘 平成18.4.1 平成20.4.1
早川　康弘 平成20.4.2 平成24.4.1
早川　康弘 平成24.4.2 平成25.3.31
佐藤　信弘 平成25.4.1 平成28.3.31
中村　一夫 平成28.4.1 在任中

・初代国分一雄氏は、昭和30年4月19日から昭和31年9月30日までの間は、旧制度により
　助役と教育長を兼務していました。
・中村一夫氏は、新教育委員会制度での教育長であり、任期は3年となります。

資料：政策秘書課秘書担当
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16-4 選挙の状況（衆院選・参院選等）

（単位：人）

名称
執行年月

日
定
数

候
補
者
数

当日有権
者総数

当日有権
者（男）

当日有権
者（女）

投票者総
数

投票者
（男）

投票者
（女）

投票率
(％)

名称
執行年月

日
定
数

候
補
者
数

当日有権
者総数

当日有権
者（男）

当日有権
者（女）

投票者総
数

投票者
（男）

投票者
（女）

投票率
(％)

30.6.5補
欠

補
・・・・ ・・・・

3.6.16補
欠

衆
議
院
議
員
総
選
挙

小
選
挙
区

参
議
院
議
員
通
常
選
挙
　
選
挙
区
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名称
執行年月

日
定
数

候
補
者
数

当日有権
者総数

当日有権
者（男）

当日有権
者（女）

投票者総
数

投票者
（男）

投票者
（女）

投票率
(％)

補欠

 資料：選挙管理委員会

参
議
院
議
員
通
常
選
挙

選
挙
区
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16-5 選挙の状況（県知事・県議・市長・市議）

（単位：人）

名
称

執行
定
数

候補
者数

当日有権
者数

当日有権
者男

当日有権
者女

投票者数 投票者男 投票者女
投票率
(パーセ
ント)

県

知

事

選

挙

県

議

会

議

員

選
10.6.28補欠

挙

18.2.19補欠

無投票

無投票
無投票

無投票

無投票

無投票
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名
称

執行
定
数

候補
者数

当日有権
者数

当日有権
者男

当日有権
者女

投票者数 投票者男 投票者女
投票率
(パーセ
ント)

市

長

選

挙

市
不詳

議

会

議

員

選

挙

21.12.20補欠

24.5.20補欠

27.4.26   23,113  11,132  48.97

資料：選挙管理委員会

無投票

無投票

無投票

無投票

無投票
不詳

無投票

無投票
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16-6 選挙人名簿投票区別登録者数

平成30年9月1日現在（単位：人）
登録者数
投票区 男 女 計

合計
資料：選挙管理委員会
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16-7 選挙人名簿登録者数

（単位：人）

年度 総数 男 女 年月日 総数 男 女

年月日 総数 男 女

14.9.2 

資料：選挙管理委員会
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市　長 副市長 総合政策部 政策秘書課 政策推進担当

企画調整担当

秘書担当

市政情報課 市政情報担当

法規・情報公開担当

財政課 財政担当

施設管理担当

交通政策課 交通政策・高麗川駅東口担当

総務部 総務課 庶務・ふるさと納税担当

市民活動・人権推進担当

人事厚生担当

危機管理課 防災防犯・消防担当

管財課 契約検査担当

財産管理担当

税務課 市民税担当

資産税担当

収税課 収税担当

市民生活部 環境課 生活環境担当

廃棄物対策担当 

産業振興課 商工観光担当

農政担当

消費生活相談センター

市民課 市民担当

戸籍担当

高麗出張所

高萩出張所

高根出張所

武蔵台出張所

福祉子ども部 福祉政策課 福祉政策担当

社会福祉課 生活福祉担当

障がい福祉担当

子育て応援課 子育て応援担当

保育担当

子育て総合支援センター担当

高麗川保育所

高麗保育所

高根保育所

健康推進部 長寿いきがい課 高齢者支援担当

介護保険担当

健康支援課 国民健康保険担当

国民年金・医療費担当

保健相談センター 健康推進担当

平成30年度日高市行政組織機構図
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都市整備部 建設課 管理担当

道路治水担当

維持担当

都市計画課 計画推進・企業誘致担当

建築指導・開発指導担当

住宅政策担当

区画整理課 区画整理担当

上･下水道部 水道課 経営総務担当

整備維持担当

浄水担当

下水道課 業務担当

施設担当

会計管理者 会計課 出納・審査担当

教育委員会 教育長 教育部 教育総務課 教育総務担当

学校給食センター

学校教育課 主任指導主事・指導主事

学務担当

教育センター

小学校６校

中学校６校

生涯学習課 生涯学習担当

市民スポーツ担当

文化財担当

高麗川公民館

高萩公民館

高麗公民館

高麗川南公民館

高萩北公民館

武蔵台公民館

図書館

議会 議会事務局 次長 議会担当

農業委員会 事務局（産業振興課兼務） 農地担当

選挙管理委員会 事務局（総務課兼務) 選挙担当

監査委員 事務局（総務課兼務)

固定資産評価審査委員会 (政策秘書課兼務)

公平委員会 (政策秘書課兼務)
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施設名称 所在地 電話番号

市の施設

日高市役所 南平沢1020

高麗出張所 栗坪92-2

高萩出張所 高萩691-1

高根出張所 中鹿山81-1

武蔵台出張所 武蔵台5-1-2

高岡浄水場（水道課） 高岡150

浄化センター（下水道課） 高萩1385-1

清掃センター 上鹿山766-1

高麗農村研修センター 梅原47-1

高萩南農村研修センター 中沢189

図書館 鹿山370-20

保健相談センター 　〃

教育センター 　〃

文化体育館「ひだかアリーナ」 南平沢1010

総合公園 高萩1500

市民プール 南平沢1121

学校給食センター 鹿山19

総合福祉センター「高麗の郷」 楡木201

子育て総合支援センター「ぬくぬく」 　〃

高麗郷民俗資料館 梅原2

入間西部衛生組合清掃センター
（日高市・入間市）

上鹿山792-4

広域飯能斎場
（日高市・飯能市・狭山市）

飯能市大字飯能948-3

埼玉西部消防組合　飯能日高消防署 飯能市大字小久保291

飯能日高消防署　　日高分署 猿田57

飯能日高消防署　　高萩分署 高萩1007-1

学校

武蔵台小学校 武蔵台5-1-1

高麗小学校 梅原5-1

高麗川小学校 南平沢335

高根小学校 中鹿山523-3

高萩小学校 高萩800

高萩北小学校 旭ヶ丘800

武蔵台中学校 武蔵台6-150-1

高麗中学校 梅原350

高麗川中学校 原宿49

高根中学校 女影1180

高萩中学校 高萩792-1

高萩北中学校 旭ヶ丘181-1

県立日高高等学校 旭ヶ丘806

県立日高特別支援学校 高富59-1

埼玉女子短期大学 女影1616

埼玉医科大学日高キャンパス 山根1397-1

公民館

高麗公民館 栗坪92-2

高麗川公民館 南平沢1098-2

高麗川南公民館 中鹿山81-1

高萩公民館 高萩691-1

高萩北公民館 旭ヶ丘997-1

武蔵台公民館 武蔵台5-1-2

保育所・幼稚園等

（市立）高麗保育所 梅原5-2

（市立）高麗川保育所 原宿69-2

官公署等一覧
１６　公務・その他＞（９）
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（〃　）高根保育所 下鹿山490-1

（私立）高萩保育園 高萩1136-2

（〃　）開栄保育園 旭ヶ丘720-4

（〃　）あさひ保育園 森戸新田99-4

（〃　）日高こどもえん保育園 新堀159

（〃　）晃伸保育園 中鹿山359

（〃　）日高どろんこ保育園 旭ヶ丘211-3

　　　　武蔵台わんぱく保育園（家庭保育室） 武蔵台1-26-9

（〃　）さやまが丘幼稚園 下鹿山523

（〃　）たかはぎ幼稚園 高萩2200

（〃　）フレンド認定こども園 台589-9

（〃　）日高富士見台幼稚園 新堀150-3

高麗学童保育室 梅原294-2

高麗川学童保育室 原宿69-2

高萩学童保育室 高萩800

高萩よつば学童保育室 高萩800

高根学童保育室 中鹿山523-3

高萩北学童保育室 旭ヶ丘800

武蔵台学童保育室 武蔵台5-1-1

高麗川かえで学童保育室 南平沢335

高麗川さくら学童保育室 南平沢331-1

高麗川すみれ学童保育室 南平沢1025

日高どろんこ学童保育室 旭ヶ丘211-1

高根ラッキー学童保育室 中鹿山523-4

高萩北かがやき学童保育室 旭ヶ丘369

児童ふれあいセンター 中沢193-1
高根児童室 中鹿山523-3

国・県・その他

飯能警察署日高交番 高麗川2-3-12

　　〃　　高萩交番 旭ヶ丘908-4

　　〃　　高麗駐在所 武蔵台1-23-23

日高郵便局 鹿山276-1　　　　（集荷）

　　　　　　　 （その他）

高麗郵便局 梅原49-2

高麗川郵便局 高麗川2-13-18

日高下鹿山郵便局 下鹿山527-4

日高高萩郵便局 高萩691-8

高麗武蔵台郵便局 武蔵台1-26-7

日高下高萩郵便局 高萩東2-25-14

平沢簡易郵便局 南平沢269

日高市商工会 南平沢1083

いるま野農業協同組合　日高支店 南平沢1042

　　　　　〃　　　　　高麗支店 梅原47-1

　　　　　〃　　　　　高萩支店 高萩611-2

清雅園（特別養護老人ホーム） 森戸新田99-2

清流園（特別養護老人ホーム） 横手401-5

同仁学院 高麗川1-5-28

都市再生機構こま川団地管理委サービス事務所 下鹿山494

武蔵横手駅 横手750

高麗駅 武蔵台1-1-1

高麗川駅 高麗川1-4-22

武蔵高萩駅 高萩629

埼玉運輸支局所沢自動車検査登録事務所 所沢市牛沼688-1

狭山保健所 狭山市稲荷山2-16-1

飯能県土整備事務所 飯能市双柳75

飯能警察署 飯能市双柳531

埼玉県庁 さいたま市浦和区高砂3-15-1

埼玉県赤十字血液センター（福） 高萩1370-12

日高市社会福祉協議会（社） 楡木201

日高市シルバー人材センター（公社） 楡木201
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統統計計ひひだだかか 平成２９年版資料集 

 

発 行 日高市役所

編 集 総合政策部 市政情報課 市政情報担当

〒

埼玉県日高市大字南平沢 番地

 

 





日高市の位置 

 
 
 

鉄道でのアクセス 

車でのアクセス 

日高市は、埼玉県の南西部に位置し、首都５０キ

ロ圏内にあります。 
 
東西約１１．１キロメートル、南北約６キロメー

トルでほぼ矩形をなし、東は川越市、南東は狭山市、

南は飯能市、北は坂戸市・鶴ヶ島市・毛呂山町に接

しています。 
 
東部はなだらかな台地で武蔵野の面影が色濃く残

る市街地となっています。西部は秩父山地と高麗丘

陵で、標高１００～３００メートルの丘陵・山岳地

帯です。そして丘陵と台地の間を高麗川が東に流れ

ています。 
 
市の東側に首都圏中央連絡自動車道（圏央道）と

国道４０７号、西側に国道２９９号が走り、県道川

越日高線がこれらを結んでいます。鉄道はＪＲ八高

線とＪＲ川越線、西武池袋線が乗り入れ、市の発展

に大きな役割を果たしています。 



 

https://www.city.hidaka.lg.jp/ 


